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第 1章 事業計画の策定について 

１ 計画の趣旨・位置付け 

我が国の子ども・子育て支援については、平成２年の「１．５７ショック」を契機と

して取組がスタートしました。平成１５年７月には、「少子化社会対策基本法」が制定さ

れ、子育て家庭が安心と喜びをもって子育てに当たることができるように、社会全体で

応援するとの基本的な考えに立ち、少子化の流れを変えるための施策を、国をあげて取

り組むべき極めて重要なものと位置付けられました。さらに平成１５年７月には、家庭

や地域の子育て力の低下に対応して、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で

支援する観点から、「次世代育成支援対策推進法」が制定され、地方公共団体及び事業主

が、次世代育成支援のための取組を促進するために、それぞれが行動計画を策定し、実

施していくこととされました。 

しかしながら、依然として子どもや子育て家庭をめぐる環境は厳しく、核家族化や地

域のつながりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚える家庭も少なくありません。

また、就労形態の多様化や女性の社会進出に伴い、保育ニーズが年々増大・多様化して

おり、仕事と子育てを両立できる環境の整備が今後も必要であり、さらに保育所では待

機児童が生じています。 

これらの課題に対応するため、平成２４年８月に、「子ども・子育て支援法」をはじめ

とする「子ども・子育て関連３法」が成立し、「質の高い幼児期の学校教育・保育の総合

的な提供」「保育の量的拡大・確保」「地域の子ども・子育て支援の充実」を柱とする「子

ども・子育て支援新制度」が平成２７年度から本格施行する予定です。この新制度では、

子どもの最善の利益が実現される社会を目指すとの考えを基本とし、障がい、疾病、虐

待、貧困、家族の状況その他の状況により社会的な支援の必要性の高い子どもやその家

族を含め、すべての子どもや子育て家庭を対象に必要な支援を行うことにより、一人一

人の子どもが健やかに成長することができる社会を実現しようとするものです。 

さらに、平成２５年６月には、「少子化危機突破のための緊急対策」が決定され、これ

までの取組を一層強化するとともに、「結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援」の総

合的な政策の充実・強化を目指すこととされました。 
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本市においては、平成１７年３月に前述の「次世代育成支援対策推進法」に基づく行

動計画として、「奈良市次世代育成支援行動計画（前期計画：平成１７～２１年度）」を

策定するとともに、平成２２年３月には後期計画（平成２２～２６年度）を策定し、国

の動向を踏まえつつ、本市の子ども・子育て支援の充実に計画に取り組んできたところ

です。 

また、平成○年〇月○日には、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を施行し、

子どもへの支援及び子育て支援を社会全体で取り組むこととしています。 

この計画は、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」を踏まえつつ、「子ども・子

育て支援法」に基づく事業計画に位置付けるほか、これまでの「奈良市次世代育成支援

行動計画（後期計画：平成２２～２６年度）」を引き継ぐ計画としても位置付けることに

より、本市の子ども・子育て支援に関する施策を幅広く網羅し、今までの取組をさらに

充実させていきます。 

 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

3 

２ 計画の期間 

「子ども・子育て支援法」では、自治体は５年を１期とした事業計画を定めるものと

しています。本市の計画においても、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年を計

画期間とします。 

また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、計画の中間年を目途に計画の見直しを

行うものとします。 
 

【 計画期間 】 

 

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

          

奈良市次世代育成支援行動計画（後期） 

     

奈良市子ども・子育て支援事業計画 

     

 

 

 

 

３ 計画の対象 

 

この計画は、奈良市に住むすべての子ども、子育て家庭、地域住民、行政、子どもが

育ち学ぶ施設の関係者や事業者の個人及び団体を対象とします。なお、子ども・子育て

支援法における「子ども」とは、満１８歳未満とされていますが、施策の内容によって

は、義務教育終了前までの児童を中心とします。 

 

 

引
継 

・ 

策
定 
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４ 本市の他計画との関係   

 

この計画は、「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（平成○年〇月○日施行）」を

最上位の規範とし、奈良市第４次総合計画における子ども・子育てに関する分野別計画

の役割も有しています。 

また、計画の推進にあたっては、子ども・子育てに関連する本市の各分野の計画との

連携・整合性を十分に考慮しつつ、柔軟に施策を展開していくものとします。 

 

【 他計画との関連イメージ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 

奈良市第４次総合計画 

＜基本構想・基本計画（前期・後期）＞ 

奈良市母子家庭・父子家庭等 

自立促進計画 

 

奈良市地域福祉計画 

 

奈良市障害者福祉基本計画 

 

奈良市２１健康づくり計画 

 

奈良市教育ビジョン 

 

奈良市男女共同参画計画 

 

奈良市バリアフリー基本構想 

 

奈良市住生活基本計画 

 

奈良市子ども・子育て支援事業計画 
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第２章 奈良市の子ども・子育てを取り巻く状況と課題 

１ 子ども・子育て家庭を取り巻く環境 

（１）子育て家庭  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

①家族の状況の変化 

・世帯あたりの子どもの人数は減少し、ひとり親家庭が増加しており、家庭の小規模化

が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）         資料：国勢調査 

151,965 154,902 155,968 156,045153,361

11.34 11.09 10.98 10.6410.75

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

平成21年 22年 23年 24年 25年

(人)

0.0

5.0

10.0

15.0

【ひとり親家庭の推移】 

 

【世帯当たりの児童数の推移】 

 

100,000
120,000
140,000
160,000

平成20年 21年 22年 23年 24年

0.0
5.0
10.0
15.0

世帯数 世帯当たり０～５歳児比

1,792

3,107

192
395

2,322

199

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成12年 17年 22年

(世帯)

0
2,000
4,000

平成12年 17年 22年

0
1
2

母子世帯数 父子世帯数
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・就学前の子どもを持つ家庭における就労中の父親の帰宅時間は、60％以上が 20 時

以降であり、依然として長時間労働の傾向が続いていることから、父親の家庭・育児

への関わりが難しいことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一方母親の就労状況については、就学前の子どもを持つ家庭における就労中の母親は、

５年前と比較すると８％増加しており、フルタイムの共働き家庭の割合も増加してお

り、家族のあり方の変化がうかがえます。 

％

18時前

18時台

19時台

20時台

21時台

22時台

23時台

24時台

25時以降

無回答

5.0

10.6

16.7

19.5

17.8

12.9

7.9

3.6

1.1

5.1

4.0

4.3

14.0

17.7

20.1

15.9

10.8

3.5

1.6

8.1

0 20 40 60 80 100

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,573）

平成20年度調査
（N=1,066）

％

フルタイム（１週５日程度・１日８時間
程度の就労）で就労しており、産休・育
休・介護休業中ではない

フルタイム（１週５日程度・１日８時間
程度の就労）で就労しているが、産休・
育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」
以外の就労）で就労しており、産休・育
休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」
以外の就労）で就労しているが、産休・
育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労して
いない

これまで就労したことがない

無回答

19.5

8.8

13.9

1.7

50.4

3.6

2.0

15.3

3.6

17.0

57.0

6.1

1.0

0 20 40 60 80 100

ー

【母親の就労状況（０～５歳児）】 

 

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,717）

平成20年度調査
（N=1,148）

【父親の帰宅時間（０～５歳児）】 
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②子育てに対する保護者の不安感の変化 

・子育てに関して保護者が日常悩んでいることについて、子どもの発育や教育等に関す

る項目を除き、保護者の状況に関する項目をみると、「子どもとの時間を十分にとれ

ないこと」、「仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと」、「子育てに関しての

配偶者・パートナーの協力が少ないこと」等の割合が高くなっています。 

％

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信が持てな
いこと

子どもとの時間を十分にとれない
こと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分
にできないこと

子どもの教育に関すること

友だちづきあい（いじめ等を含
む）に関すること

不登校などの問題について

子育てに関しての配偶者・パート
ナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナーと意見が合わ
ないこと

自分の子育てについて、親族・近
隣の人・職場などまわりの見る目
が気になること

配偶者・パートナー以外に子育て
を手伝ってくれる人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気
がすること

子育てのストレスがたまって、子ども
に手をあげたり、世話をしなかったり
してしまうこと

地域の子育て支援サービスの内容
や利用・申し込み方法がよくわか
らないこと

その他

特にない

無回答

33.8

37.0

10.0

13.3

18.6

5.1

28.7

32.0

14.5

1.8

11.7

6.6

7.2

9.6

28.5

5.2

7.8

5.2

13.1

1.8

28.0

25.8

6.0

13.0

20.5

7.1

30.4

31.0

22.1

2.1

11.0

5.9

5.6

9.6

36.1

7.7

14.7

6.0

20.1

ー

0 20 40 60 80 100

【子育てに関して悩んでいること（０～５歳児）】 

 

0 20406080
10
0

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,723）

平成20年度調査
（N=1,148）
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・子育てに関する情報の入手方法をみると、親族・知人等の割合が減少する一方で、幼

稚園や保育所の割合が高いほか、「市の広報やパンフレット」、「インターネット」の

割合が大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

％

親族（親、きょうだいな
ど）

隣近所の人、知人、友人

幼稚園や保育園など

市役所や市の機関

市の広報やパンフレット

テレビ、ラジオ、新聞

子育て雑誌・育児書

インターネット

コミュニティー誌

その他

情報の入手先がない

情報の入手手段がわからな
い

無回答

39.2

63.0

48.8

20.2

57.0

15.1

24.7

49.6

6.4

1.7

0.7

0.6

0.8

60.5

68.2

52.4

8.4

24.5

24.4

30

31.1

3.7

1.6

1.2

2.7

0 20 40 60 80 100

ー

【情報の入手方法（０～５歳児）】 

 

0 20 40 60 80 100

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

平成25年度調査
（N=1,723）

平成20年度調査
（N=1,148）
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○奈良市の子育て家庭を取り巻く環境として、仕事と子育てとの両立ができるように、

子育て家庭へのサービスを充実させるほか、子育てへの不安感や負担感を軽減するた

めの支援を充実させる必要があります。 

○また、並行して、父親も家庭・子育てに関わる機会が増えるような取り組みのほか、

家庭、職場、地域において子育てに対する理解を促し、市民、事業者、行政が一体と

なって取り組む環境を醸成する必要があります。 

○情報の入手方法に関連して、奈良市の子育て応援サイト「子育て＠なら」を開設した

ほか、「なら子育て情報ブック」を作成・配布することで取り組みを充実させている

が、子育てに関する悩みや不安の相談相手と情報の入手方法を組み合わせて、より効

果的な情報の提供が必要です。 

○家庭が子どもの成長に大きな役割を果たすという視点からも、保護者が安心して子育

てをすることができるように、子育て家庭に対して必要な支援を行うことが求められ

ています。 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（２）子ども  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

・家族の状況の変化のほか、就学前児童について、教育・保育施設の利用状況を５年前

と比較すると、年齢区分を問わず、幼稚園や保育所に通園している子どもの割合が増

加しており、特に３～５歳の子どもについては、約９０％となっています。保育所で

は待機児童を解消できていない状況ですが、ニーズに適った保育サービスを提供する

ための就園場所の確保だけではなく、今後は教育・保育の質の向上も同時に努める必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 庁内資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保育所・幼稚園在籍者割合の推移】 
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【放課後の過ごし方（小学生）】 

 

N = 1151 ％

学校にいた
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保護者や祖父母等の家族・
親族（大人）と過ごした

家で兄弟姉妹と子どもだけ
で過ごした

家でひとりで過ごした（自
分以外に誰もいない状態）

友だちの家にいた

公園などで友だちと遊んで
いた

児童館などの公共の施設に
いた

クラブ活動や地域活動（子
ども会活動やスポーツ活動
など）をしていた

学習塾や習いごとに行って
いた

その他

無回答
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0.0
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家でひとりで過ごした（自
分以外に誰もいない状態）

友だちの家にいた

公園などで友だちと遊んで
いた

児童館などの公共の施設に
いた

クラブ活動や地域活動（子
ども会活動やスポーツ活動
など）をしていた

学習塾や習いごとに行って
いた

その他

無回答
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（３）地域  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

・子育てに関する悩みや不安の相談相手をみると、親族や知人等を除くと、幼稚園や保

育所等の先生や仲間に相談している割合が高いが５年前と比較すると、特に３歳未満

の子どもを持つ保護者では、地域子育て支援拠点の割合が大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子育てに関する悩みや不安の相談相手として、地域子育て支援拠点の割合が大幅に増

加しているように、子育てに関する相談対応、さらには親子の居場所づくりとしての

取り組みを継続することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

％

地域子育て支援センター

つどいの広場

子育てスポット

利用していない

無回答

30.8
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【子育てに関する悩みや不安の相談相手（０～２歳児）】 

 ％

配偶者・パートナー

その他の親族（親・きょうだいなど）

隣近所の人、地域の知人、友人

職場の人

幼稚園や保育園などの保護者の仲間

幼稚園や保育園などの先生

医師・保健師・看護師・栄養士など

地域子育て支援拠点（ひろばやセン
ター）のスタッフやボランティアの人

82.4
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10.0
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【地域子育て支援拠点事業の利用状況（０～２歳児）】 
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－ 
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２ 次世代育成支援行動計画に基づくこれまでの実績 

次世代育成支援対策行動計画（後期計画）は、個別施策の進捗管理に加え、個別施策

を束ねた基本目標と計画全体について評価を行い、市全体として子どもを生み育てやす

いまちづくりがすすんでいるかどうかを検証することとしています。 

そこで、本計画の策定においては、「奈良市次世代育成支援行動計画（後期計画：平成

２２年度～平成２６年度）」に基づき、豊かな心を持ち、未来をひらく子どもを育むまち

の実現に向け、「奈良市次世代育成支援対策地域協議会」を設置し、各年度の事業の進捗

管理を行ってきた様々な施策の、現状と課題について整理し、子ども・子育て支援事業

計画に反映することとします。 

【 主な事業の進捗管理 】 

番号 項   目 平成21年3月 平成26年4月 

１ 

■子育て広場を充実させました 

公共施設等の地域の身近な場所で、乳幼児とその

保護者が集って遊ぶことができるスペースの充

実。 

センター型 ： 4 

ひ ろ ば 型 ： 4 

児 童 館 型 ： 0 

センター型 ： 7 

ひ ろ ば 型 ： 11 

児 童 館 型 ： 4 

２ 

■病児・病後児保育を充実させました 

子どもが病気や病気の回復期で、仕事の都合等で

家庭での保育が困難な場合に、一時的に専用施設

で預かる「病児・病後児保育」の充実。 

病 児 保 育 ： 0 

病後児保育 ： 1 

病 児 保 育 ： 2 

病後児保育 ： 2 

３ 

■認可保育所の定員を拡充させました 

待機児童の解消に向けて、私立保育所の新増設を

推進。 

保 育 所 数 ： 44園(※) 

保育所定員 ： 5,825人 

保 育 所 数 ： 46園 

保育所定員 ： 6,373人 

４ 

■認定こども園の設置を進めました 

県内初の認定こども園を平成２１年度に設置。ま

た、市立幼稚園と市立保育所を認定こども園に統

合・再編する取り組みを開始。 

幼稚園型 ： 1園 

保育所型 ： 0園 

幼稚園型 ： 4園 

保育所型 ： 1園 

５ 

■バンビ―ホームの充実を進めました 

各小学校区への設置と民間学童施設の増設等のほ

か、一部のホームにて１９時までの延長保育を試

行。 

直営 ： 42か所 

民間 ： 2か所 

直営 ： 46か所 

民間 ： ３か所 

６ 

■子育て家庭の経済的支援を拡充させました 

経済的支援の一環として、子どもの医療費助成の

対象者を拡大。 

＜子ども医療費助成＞ 

平成23年８月から、子どもの医療費助成の対象を

中学校修了前まで拡大しました。 

７ 

■子育てと仕事の両立に向けた取り組みも進めまし

た 

市内の事業主や企業を対象に、仕事と生活の調和

を図り、社会全体で子育てを支援する機運を高め

るための取り組みを推進。 

＜子育て支援企業の表彰＞ 

平成23年度から、仕事と子育てを両立できる職場

環境づくりに積極的に取り組んでいる企業を「な

らの子育てほっと企業」として表彰する制度を開

始しました。 

※認可保育所については、平成２１年度末をもって公立保育所が３園閉園。 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（１）子どもを安心して楽しく育てられるまち  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

子どもを安心して育て、子どもとのふれあいの中から、喜びと楽しさを感じられるよ

う、すべての子育て家庭が適切な支援を受けたり、子育てにかかる負担を軽減させるた

めの取り組みを進めてきました。 

通常保育事業の受入数の拡充や一時預かり事業、夜間保育事業、幼稚園における預か

り事業などの子育て支援サービスの充実や相談体制の充実においては目標を達成した事

業も多く、一定の成果が見られます。 

しかし、保育所ニーズの高まりにより依然として多数の待機児童が発生している状況

であり、待機児童の解消を引き続き検討する必要があります。また、「ならの子育てほっ

と企業表彰」の応募数の少なさに見られるように、仕事と子育ての両立支援の充実に向

けた企業・団体等との連携・協力は十分とは言えず、さまざまな企業・団体等と連携を

深め、ワーク・ライフ・バランスが実践されるよう、働きかけを行っていく必要があり

ます。 

 

 

（２）子どもがいきいきと心豊かに育つまち  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

子どもたちの豊かな感性や自主性を育むため、健康で基本的な生活習慣を身につける

保育および教育を推進するとともに、遊びや多様な体験活動、仲間同士や世代間交流の

人間関係などを通じた体験活動、学習活動の充実を図ってきました。 

保育・教育環境の充実に関する事業において、目標を達成した事業が多く、子どもた

ちの豊かな人間性と「生きる力」を育む環境の充実は進んできているといえます。 

今後も、学校（園）教育の充実において、よりきめ細かい教育・指導の充実に向け、

一層の人材の確保やその資質の向上などが求められます。また、いじめ、不登校、非行

等の問題が深刻化する中、児童の不安や悩み、心の問題へ対応するため、相談体制の充

実が求められます 

 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（３）地域で子どもや子育てを支援するまち  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

子育てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよう、地域

全体で子どもや子育てを支援するまちをめざし、子育てサークルへの支援や子育て支援

アドバイザーの派遣などを通じて地域の子育て支援活動の充実に取り組んできました。 

子育てサークルの支援に関係する取り組みや、学校の自己評価の実施においては目標

を達成しており、地域ぐるみの子育て支援の充実や地域に開かれた保育所、幼稚園、学

校づくりは進んできていると言えます。 

その一方で、「子ども安全の家」標旗配布事業は設置件数が伸び悩んでいる状況もうか

がえます。地域ぐるみの子育て支援の更なる充実を図るため、関係機関及び子育て支援

者等の交流や連携の強化が求められます。 

 

 

 

（４）家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち  ● ● ● ● ● ● ● 

乳幼児や保護者の様々な各ライフステージを通じた健康づくりを積極的に進めるとと

もに、家族がいつまでも健康で安全、快適に暮らせるよう、子ども・子育て家庭にやさ

しい生活環境の整備や、防犯、交通安全の確保などの取り組みを進めてきました。 

健康づくりや健康教育に関連する事業の多くは目標を達成しており、健康づくりや母

子保健、医療施策の充実が図られてきていると言えます。 

しかし、依然として医療体制の整備・充実に関する住民のニーズは高く、休日夜間応

急診療所等の更なる充実や保健施設等の整備が求められています。 

 

 

 

 

 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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３ 子ども・子育て支援新制度で求められる対応   

本市の子どもを取り巻く環境や、次世代育成支援行動計画に基づくこれまでの取り組

みを踏まえ、本市の子ども・子育てを取り巻く課題の解決に向け、子どもにやさしい総

合的なまちづくりを進めることを目的とした子ども条例の方針のもと、以下の視点で取

り組みを進めていきます。 

 

（１）子どもの育ちの支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

奈良市の人口推移を見ると、世帯あたりの子どもの人数が減少しており、家庭の小規

模化が進む中、就学前施設（認可保育所（園）・幼稚園）全体として、在籍児童割合が増

加しています。その中でも、３～５歳児の約９割が幼稚園や保育所等の就学前施設に在

籍しており、待機児童も見られます。 

保育ニーズの高まりへ対応するため、今後、幼稚園等の既存施設の活用や幼保の連携

を図りながら、保育サービスの拡充を計画的に進めるとともに、地域や子育て支援を行

う団体等と密接に連携、協力して奈良市の特性に応じた子育て支援施策を進めます。 

また、今後も、学校（園）教育の充実において、よりきめ細かい教育・指導の充実が

求められるなか、教育内容・方法の一層の充実を図るとともに、すべての子どもが等し

く質の高い教育・保育を受けられる環境整備を進めます。 

更に、障がいの種別を問わず発達に支援が必要な子どもやその保護者に対しては、必

要な支援を適時に継続して提供できる仕組みを構築します。 

 

 

（２）子育て家庭の支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

子育てについて不安感を持つ保護者への相談体制の充実が必要とされている中、子育

てに不安や悩みを抱えた保護者や子育て家庭が、孤立することがないよう、家庭環境等

の変化により多様化する相談に応えられるよう、子育てに関する情報提供及び相談業務

の充実や親子の居場所づくりとしての取り組みを継続していきます。 

児童虐待や子どものいじめ問題等については、保育所・幼稚園・学校のほか、行政や

専門機関、家庭・地域社会・企業等が連携して対応することが必要であり、引き続き組

織的な取組みを強化します。 
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（３）地域ぐるみでの子育て環境づくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大といっ

たことが問題視される中、子育て関する悩みや不安の相談相手として、地域子育て支援

拠点の割合が大幅に増加していることを踏まえ、子育てに関する相談対応、さらには親

子の居場所づくりとしての取り組みを継続していきます。 

また、子育て期における就労中の母親が増加していることから、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）の実現に向けて、家庭、職場、地域において子育てに対する

理解を促し、市民、事業者、行政が一体となって取り組む環境の醸成に努めます。 

更に、親子が住みよいまちづくりを進めるためには、全市的な活動として安心・安全

なまちづくりを強く推進していくことが必要です。子どもや子ども連れでの行動に心理

的な負担感や不安感を持つことなく、のびのびと自由に行動できるように、安心・安全

に外出できる環境づくりに努めていきます。 
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第３章 事業計画の基本的な理念・方針について 

１ 計画の愛称 

奈良市が「子どもにやさしいまちづくり」を進めていくため、その基本となる理念及

び具体化の方向を示した「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（子ども条例）」が目

指す「子どもにやさしいまち」とは、子どもの権利を尊重し、子どもが自立するための

知識と経験を得られるよう子どもへの支援及び子育て支援を社会全体で取り組み、一人

一人の子どもが安心して豊かに暮らすことのできるまちをいいます。 

この条例に基づく施策と事業計画との整合性を図るため、「子どもにやさしいまちづく

り」をキーワードに、本計画の愛称を『奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン』と

します。 

 

 

２ 計画の基本理念 

次代を担う子どもは人間としての尊厳と人格をもった存在であり、社会の一員として

大切に育てられる必要があります。子育ての基盤は家庭であり，子育ては第一義的責任

として親が担うべき重要な役割であるという考え方を基本とし、さらにすべての子育て

家庭に対して包括的で継続的な子育て支援と地域さらには社会全体で子育て家庭を優し

く見守り応援していくことが大切です。そのような環境で育つ子どもは、いきいきと輝

き、未来を築き社会の担い手となると考えます。 

本計画では、次世代育成支援対策行動計画の基本理念「豊かな心を持ち、未来をひら

く子どもを育むまち・なら」の考えを継承するとともに、奈良市子どもにやさしいまち

づくり条例の方向や本市のめざす将来像を踏まえ、次のように基本理念を定めます。 

 

「すべての子どもが今を幸せに生き、夢と希望を持っ
て成長することができるまち なら」 

 

 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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３ 計画の基本方針 

基本理念を受けて、「子ども」「子育て家庭」「地域や社会」という３つの視点から、子

どもにやさしいまちづくりのために、次の３つの基本方針を掲げ、総合的に施策を展開

することを目指します。 
 

（１）子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり【子ども】 ● ● ● ● ● ● 

子どもは、社会の希望、未来をつくる力です。そのためにも、子どもは、家族の愛情

の下に養育され、自らも家族の一員としての様々な役割を果たしながら成長を遂げてい

くことが必要です。 

子どもの視点に立ち、幼児期の人格形成を培う教育・保育については良質かつ適切な

内容及び水準のものとなるように配慮し、子どもの健やかな発達が保障され「子どもの

最善の利益」が実現される社会を目指す取り組みを進めます。 
 

（２）子どもを安心して生み育てられるまちづくり【子育て家庭】 ● ● ● 

安心して子育てをするためには、教育・保育施設を利用する子どもの家庭のみならず、

在宅の子育て家庭を含むすべての子ども及び子育て家庭を対象として、妊娠・出産期か

らの切れ目のない支援を行っていくことが必要です。 

子ども・子育て支援は、保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提

としつつ、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて、保護者が自己

肯定感（自分のよさを肯定的に認める感情）を持ちながら子どもと向き合える環境を整

えることで、すべての子どもが心身ともに健康で過ごせる環境づくりに取り組みます。 
 

（３）地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり【地域や社会】 ● ● ● 

「すべての子どもと家庭」への支援という視点から、社会のあらゆる分野におけるす

べての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働

し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 

地域には保育所や幼稚園など、子育ての知識や技術、人材、施設などの福祉・教育資

源を有しており、そうした資源を有効に活用しつつ、子どもの成長にとってより良い環

境づくりのために、子どもや子育てを見守り、支えあうことができるような仕組みづく

りに取り組みます。 

 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

19 

 

 

「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考 
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第４章 奈良市の子ども・子育て支援のこれからの取組について 

 

１ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本目標】 

【基本目標】 

 
 
 

１ 子どもがいきい

きと心豊かに育

つまちづくり 

【基本理念】 

１ 子どもにとって大切な権利の保障 

２ 乳幼児期の教育・保育の充実 

２ 地域における子育て支援の充実 

３ 子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 

１ 地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 

２ 仕事と子育ての両立支援の推進 

 

 

 

２ 子どもを安心し

て生み育てられ

るまちづくり 

 

３ 地域全体で子ど

もと子育て家庭

を見守るまちづ

くり 

す
べ
て
の
子
ど
も
が
今
を
幸
せ
に
生
き
、
夢
と
希
望
を
持
っ
て
成
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
ま
ち 

な
ら 

【基本方針】 

４ 様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 

３ 学齢期の教育・育成施策の充実 

３ 子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 

１ 子どもと子育て家庭の健康の確保 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

21 

２ 各施策の現状と課題、方向性 

 

基本方針１ 子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり  

 

（１）子どもにとって大切な権利の保障 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

子どもが健やかに成長するためには、子ども一人ひとりの権利が尊重されることが大

切です。子どもの最善の利益を考え、子どもにやさしいまちづくりを進めることは、子

どもだけではなく、奈良市に住み、訪れるすべての人にとってやさしいまちづくりにつ

ながります。 

子どもにとって大切な権利を保障するとともに、子どもが、家族、コミュニティ、社

会生活に関わり、文化的・社会的行事に参加するなどして自立するための知識や経験を

得られるよう社会全体で支援することや、安心して子育てのできるまちづくり、又は若

者が帰ってきやすいまちづくりを通して、子どもが育つための支援や子どもを育ててい

くに当たっての支援に、地域社会全体で取り組むことが求められます。 

 

 

 

① 子どもの権利保障のための取り組みの推進 

 

 

 

 

   ・ 子ども会議の設置 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（２）乳幼児期の教育・保育の充実  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

幼児期における教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。

集団の中での自発的な遊びを通して「生きる力」の基礎を養うとともに、幼児期にふさ

わしい生活習慣の基礎や規範意識の芽生えが育まれるよう支援が必要です。 

近年、女性の就労率の上昇や育児休業制度の普及などにより、子育て家庭においても

共働きが増えています。また、保育におけるニーズも多様化しており、それらに柔軟に

対応した保育サービスの提供が求められています。 

また、アンケート調査から就学前児童の子どもをもつ保護者において、子育ての孤立

化や子育てについての不安が広がりつつある傾向がみられるため、幼稚園や保育所が核

となり、子どもが健やかに成長できるよう幼稚園・保育所が家庭・地域と連携を深め、

子育てをしている親をサポートしていくことが求められます。 

 

 

 

① 乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保 

 

 

② 質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実 

 

 

 

 

   ・ 教育・保育施設の整備 

   ・ 地域型保育事業の整備 

   ・ 認定こども園設置の推進 

   ・ 教育・保育の質の向上に向けた取り組み 等 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（３）学齢期の教育・育成施策の充実  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

子どもたちに基礎的・基本的な知識・技能と思考力・判断力・表現力等、主体的に学

習に取り組む態度などの確かな学力を身に付けさせるためには、教育内容・方法の一層

の充実を図ることが重要です。特に、自ら課題を発見し解決する力、他者と協働するた

めのコミュニケーション能力、物事を多様な観点から論理的に考察する力などの育成を

重視することが求められます。 

また、児童の不安や悩み、心の問題へ対応するため、今後も引き続き相談体制を維持

するとともに、相談者の心の拠り所となるよう努めていくことが求められます。 

 

 

 

① 豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実 

 

 

② 子どもの居場所や体験活動の充実 

 

 

③ 心身の健やかな成長のための取り組みの充実 

 

 

 

 

   ・ 学校教育の充実に向けた取り組み 

   ・ 放課後児童健全育成事業 

   ・ 児童館 

   ・ 児童の保健対策、相談体制の充実 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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■ 基本方針１ 子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくりの成果指標 
 

 

 

 

Ｎo 指標名 指標の説明 現状 方向 

1     

2     
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基本方針２ 子どもを安心して生み育てられるまちづくり 
 

（１）子どもと子育て家庭の健康の確保 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

乳幼児期は、生涯にわたる生活習慣と人格の基礎を形成する最も大切な時期であり、

この時期に良好な親子関係を築くことが大切です。また核家族化やひとり親家庭の増加

などの影響により、母親の孤立から育児不安に陥ることが懸念されます。 

本市の乳幼児健診受診率は横ばいであり、未受診者について今後も引き続き全数把握

に努めるとともに、地域における母子保健施策等の充実を図る必要があります。 

 

 

 

① 妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実 

 

 

② 健康教育と相談体制の充実 

 

 

② 小児医療体制等の充実 

 

 

 

 

   ・ 母子の健康管理 

   ・ 健康教育、教室の実施 

   ・ 母子の健康づくりに関する情報提供と相談体制の充実 

   ・ 医療体制の充実 等 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（２）地域における子育て支援の充実  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

「すべての子どもと家庭」への支援を実現するため、社会のあらゆる分野におけるす

べての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解を深め、各々が協働

し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 

アンケート調査においては、子育て支援センターをはじめとした子育て支援事業の認

知度が高く、利用希望も高いことから、子育て支援事業の充実が求められおり、子育て

をしているすべての人が利用できるよう、その機能の強化を図る必要があります。 

 

 

 

① 子育て中の親子の居場所づくりの推進 

 

 

② 多様な子育て支援サービスの充実 

 

 

 

 

   ・ 地域子育て支援拠点事業 

   ・ 一時預かり事業 

   ・ 病児・病後児保育事業 

   ・ 幼稚園や保育所の園庭開放 等 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（３）子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

 

 

近年、少子高齢化や核家族化の進行、地域社会の変化にともない、身近な地域に相談

できる相手がいないなど、子育てへの負担感が増大しているといわれています。 

奈良市では、子育てを支援する様々な事業や取り組みを行っていますが、アンケート

調査では、事業によっては市民に十分知られていないものもあります。 

すべての人が、子育てに対する不安や負担を抱え込むことなく、ゆとりをもって子育

てできるように支援していくため、必要な支援を適切に受けることができるように事業

の周知などの情報提供の充実や相談体制の充実が求められています。 

また、依然として経済状況や雇用状況を取り巻く環境が厳しいことから、子育てに関

する経済的な負担の軽減に対応することが必要です。子どもがいきいきと心豊かに育つ

ための環境に影響を及ぼさないよう、子どもと子育て家庭を経済的な側面からも支援す

ることが求められています。 

 

 

 

 

① 子育てに関する相談体制・情報提供の充実 

 

 

② 子育て家庭への経済的な支援の充実 

 

 

 

 

   ・ 各種相談体制の充実 

   ・ 子育て世代支援ＰＲ事業 

   ・ 乳幼児医療費助成 

   ・ 就学援助 等 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（４）様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実 ● ● ● ● ● ● ●  

 

少子高齢化や単身化がさらに進行し、地域における連帯感の希薄化、育児情報の氾濫

などを背景に、子どもを持つ保護者の中には、不安やストレスを抱えている子育て家庭

も多く、わが子を虐待してしまう痛ましい事件の増加が大きな社会問題となっています。

虐待は、子どもの権利を侵害し、子どもの心身の成長や人格形成に重大な影響を及ぼす

ため、迅速かつ適切な対応が求められます。 

その他、近年、幼稚園・保育所・学校において発達障がいやその周辺域の子どもたち

が増加傾向にあり、従来の３障がい（身体、知的、精神）に加え、発達障がい（自閉症、

学習障がい、注意欠陥・多動性障がい、アスペルガー症候群等）を含めた支援のあり方

が課題となっています。 

 

 

 

① ひとり親家庭への支援の充実 

 

 

② 障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実 

 

 

③ 児童虐待防止などの取り組みの充実 

 

 

 

 

   ・ 母子家庭、父子家庭への自立支援 

   ・ 障がいのある子ども、発達の支援が必要な子どもと子育て家庭への 

     支援と相談体制の充実 

   ・ 地域のネットワークによる子どもを守る体制 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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■ 基本方針２ 子どもを安心して生み育てられるまちづくりの成果指標 
 

 

 

 

Ｎo 指標名 指標の説明 現状 方向 

1     

2     
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基本方針３ 地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり 

 

（１）地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

急激な少子高齢化・核家族化の進行や地域社会の変化に伴い、身近な地域に相談でき

る相手がいないなど、子育てへの負担感が増大しているといわれています。 

本市ではこれまで、育児の孤立化を防止し、地域社会で子どもを育てる環境づくりを

進めるため、子育て支援センター事業の充実を図るとともに、子育てサークルなどの支

援などに取り組んできました。 

アンケート調査によると、子育てに関して、多くの保護者が不安や負担を感じている

ことがわかります。その内容をみると、子どもの教育や友だちづきあい、しつけなどに

関する項目が高くなっており、子育ての孤立化がうかがえます。 

そのため、地域社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和ら

げることが必要となります。 

 

 

 

① 地域の子育て支援活動の充実 

  

 

② 地域における子どもの見守り活動の推進 

 

 

 

 

   ・ 子育てサークルへの助成 

   ・ 子育て支援アドバイサー事業 

   ・ ファミリー・サポート・センター 

   ・ 地域の交通安全、防犯活動 等 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（２）仕事と子育ての両立支援の推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

「ワーク・ライフ・バランス」の実現には、すべての人が仕事、家庭・地域生活、個

人の自己啓発等の様々な活動を、自らが希望するバランスで行えることが必要です。  

アンケート調査結果から、育児休業を取得していない人は約５割で、その理由は「子

育てや家事に専念するため退職した」が最も高く、次いで「職場に育児休業の制度がな

かった（就業規則に定めがなかった）」となっています。 

労働者の働き方は正社員と非正規雇用といった「働き方の二極化」や、共働き世帯が

増加する一方で、依然として「男は仕事、女は家庭」といった固定的な役割分担意識が

残っており、仕事と子育てや介護の両立を困難にしている状況といった様々な課題があ

ります。  

 

 

 

① 男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成 

 

 

 

 

   ・ 男性の家庭参画に向けた事業の展開 

   ・ 子育て支援企業の表彰 等 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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（３）子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進 ● ● ● ● ● ● ●  

 

 

地域において安全・安心で快適な生活を営むことはすべての市民の願いです。 

本市では、子育て世代の定住を促し、次の世代にも住み続けてもらうため、子育て世

代の定住を促す住まい、まちづくりを進めています。また、幼い子どもを連れても安心

して自由に行動し、活動できる移動空間を確保できるよう、公共施設、公共交通機関等

におけるユニバーサルデザイン化を進めてきました。今後も、子どもと子育て家庭にや

さしい生活環境づくりの推進が求められています。 

また、子どもが安全に暮らしていくには、親も子も安心して生活できる環境の整備が

必要となります。特に、子どもを事故から守り、安心して外出できる環境づくりに取り

組んでいくことが求められます。 

 

 

 

① 安心して外出できる環境づくりの推進 

 

 

 

 

   ・ バリアフリーの推進、 

   ・ 子育て世帯向け住宅の設定 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 
 

施策の方向性 
 

主な取り組み 
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■ 基本方針３ 地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくりの成果指標 
 

 

 

Ｎo 指標名 指標の説明 現状 方向 

1     

2     
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第 5章 主な事業の５年間の需給計画について 

１ 提供区域の設定 

 

 

２ 教育・保育 

 

【提供区域】 

○区域 

 

【今後の方向性】 

コメント 

 

 

 

【量の見込みと確保方策】＜市全域＞ 
 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 

3～5歳 3～5歳 1・2歳 0 歳 3～5 歳 3～5歳 1・2歳 0 歳 

学
校
教
育

の
み 

保
育
の
必

要
性
あ
り 

保
育
の
必

要
性
あ
り 

保
育
の
必

要
性
あ
り 

学
校
教
育

の
み 

保
育
の
必

要
性
あ
り 

保
育
の
必

要
性
あ
り 

保
育
の
必

要
性
あ
り 

①量の見込み（必要利用定員総数）         

②確保の内容 

認定こども園、幼稚園、保育所

（教育・保育施設） 
        

地域型保育事業         

②－①         
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平成 29 年度 平成 30 年度 

3～5歳 3～5歳 1・2歳 0 歳 3～5 歳 3～5歳 1・2歳 0 歳 

学

校

教

育

の
み 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

学

校

教

育

の
み 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

①量の見込み（必要利用定員総数）         

②確保の内容 

認定こども園、幼稚園、保育所

（教育・保育施設） 
        

地域型保育事業         

②－①         

 

 

平成 31 年度 

3～5歳 3～5歳 1・2歳 0 歳 

学

校

教

育

の
み 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

保

育

の

必

要
性
あ
り 

①量の見込み（必要利用定員総数）     

②確保の内容 

認定こども園、幼稚園、保育所

（教育・保育施設） 
    

地域型保育事業     

②－①     

 

３ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）延長保育事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

【提供区域】 

 

 

【今後の方向性】 
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【量の見込みと確保方策】＜市全域＞ 
単位：人、か所 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

平成 

31 年度 

①量の見込み（延べ利用者数）      

②確保 

方策 

延べ利用者数      

か所数      

 

 

（２）放課後児童健全育成事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（３）子育て短期支援事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（４）地域子育て支援拠点事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（５）一時預かり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（６）病児・病後児保育事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（７）ファミリーサポートセンター事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（８）利用者支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（９）妊婦健康診査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（10）乳児家庭全戸訪問事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

（11）養育支援訪問事業その他要支援児童、 

要保護児童等の支援に資する事業 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
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第６章 事業計画の推進体制について 

 

１ 施策の実施状況の点検 

計画の適切な進行管理を進めるために、庁内関係各課を中心に具体的施策の進行状況

について把握するとともに、「奈良市子ども・子育て会議」にて、施策の実施状況や、こ

れに係る費用の使途実績等について点検、評価し、この結果を公表するとともに、これ

に基づいて対策を実施するものとします。 

この計画の進行管理は、「ＰＤＣＡサイクル※」による「継続的改善」の考え方を基本

とし、各年度の事業の進捗管理をしながら施策の改善および向上へとつなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の策定（見直し） 

ＰＬＡＮ 

 

施策の実施、教育・ 

保育の確保 

 

奈良市子ども・子育て会議に

おける毎年の点検・評価 

 

取り組みの見直し、改善 

ＡＣＴＩＯＮ ＤＯ 

ＣＨＥＣＫ 

※ＰＤＣＡサイクル 
Ｐ ＝ ＰＬＡＮ 

（プラン） …具体的な施策など 
Ｄ ＝ ＤＯ 

（ドゥ） …実行 
Ｃ ＝ ＣＨＥＣＫ 

（チェック） …点検・評価 
Ａ ＝ ＡＣＴＩＯＮ 

（アクション） …見直し 
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２ 庁内体制の整備 

本計画は、子育て支援施策を推進するための指針となるものであり、福祉、保健、医

療、教育、労働など、幅広い分野にわたる施策を総合的かつ効果的に推進する必要があ

ります。 

そのため、奈良市少子化対策推進本部を中心に、奈良市子ども・子育て支援事業計画

を策定し、推進するとともに、子ども・子育て支援施策推進のための企画、関係部局の

有機的な連携や緊密な調整を行い、全庁的な取り組みを積極的に進めます。 

 

 

３ 家庭・地域における取り組みや活動との連携 

よりよい子育て環境づくりは、行政の取り組みだけでは実現できません。子どもや子

育て家庭に対して個別に支援するとともに、さらに、家庭・地域が、積極的に家庭や地

域の子育てに関する課題を解決していくことが求められています。 

そこで、直接的な子育て支援の取り組みだけでなく、子どもの持つ本来の力、家庭が

持つべき子育て力を回復するため、「子育ち」「親育ち」という自立の視点のもと、子育

てサークル、ボランティア、さらにＮＰＯなどの関係機関・団体や個人の活動を支援し、

連携しながら引き続き地域の子育て支援を推進していきます。 

 

 

４ 市民および企業等への広報・啓発 

社会全体で子育て支援に取り組むためには、市民や企業、関係団体および行政が協働

して進める必要があります。中学生や高校生は、次代の親となるための段階に進み、市

民や企業、関係団体等は、仕事と生活の調和の実現をめざし、子育て支援という社会的

役割を担うことが、子育てや児童の健全育成を含む総合的な子育て支援へとつながりま

す。しみんだよりやパンフレット、ホームページ等で情報提供し、子育てに関するイベ

ントや講座等を利用するなど、より効果的・効率的に計画内容の広報・啓発に努めます。 
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資料編 参考資料 

 

１ 奈良市子ども・子育て会議 

（１）設置要綱 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

（２）委員名簿 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

（３）策定経過 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

 

 

２ 子ども・子育て支援新制度の概要 

 

 

 

３ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 
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４ 奈良市の現状 

（１）少子化の進行 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 人口・年齢３区分別の人口 
 
  
 

本市の人口は、平成 21年の 368,592 人以降徐々に減少しており、平成26 年に

は 364,836 人となっています。 

人口を、年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）、老年人口（65 歳

以上）の年齢３区分でみると、年少人口は減少傾向が続いており、平成 26 年には

45,121人となっています。それに対し、老年人口は増加傾向にあり、平成 26 年に

は 93,134人となっています。人口推計でも、年少人口の減少、老年人口の増加は

続くと予想されています。 

年齢３区分別の割合をみても、年少人口は平成 21 年では全体に対し 13.0％でし

たが、平成 25 年には 12.4％に減少しています。それに対し、老年人口は平成 21

年では総人口の 22.4％であったのが、平成 25年には 25.5％となっており、本市

においても少子高齢化が進行していることがうかがえます。 
 

 
 

【 年齢３区分別の人口の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  

ア 人口の推移 
 

47,944 47,165 46,763 46,001 45,121 44,342 43,674 42,975 42,245 41,586 41,026

237,971 235,805 234,707 231,620 226,581 222,042 217,874 214,531 211,599 208,981 206,571

82,677 85,127 86,247 88,808 93,134 97,145 100,531 102,981 104,887 106,264 107,169

368,592 368,097 367,717 366,429 364,836 363,529 362,079 360,487 358,731 356,831 354,766
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【 年齢３区分別人口構成の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）    

 

 

 

 

② 子どもの人口 

年齢別就学前児童数も減少傾向が続いており、平成 25 年では 16,606人と、平

成 21 年からの 4 年間で約 621 人減少していることからも、少子化の進行がうかが

えます。 
 

【 年齢別就学前児童数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）   
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③ 社会動態 

本市の社会動態をみると、平成 20 年以降、社会減（転出数が転入数を上回る状態）

が続いており、平成 24年では 800 人以上の減少がみられます。 
 

【 社会動態の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：市民課、奈良市保健所保健総務課 

（２）出生の動向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 出生数 

本市の出生数は、平成 20 年に減少し、その後増加したものの、平成 23年に再度

減少しています。同様に、出生率も増減を繰り返しています。奈良県の出生率と比較

すると、平成 22 年を除き、県よりも低くなっています。 
 

【 出生数及び出生率（人口千対）の推移 】 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

資料：奈良市保健所事業概況 
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② 合計特殊出生率※ 

本市の合計特殊出生率は、増減を繰り返し、平成20 年から平成 22 年にかけて上

昇し、平成 23 年に減少した後、平成 24 年に若干増加し、1.23となっています。 

また、奈良県及び全国と比較すると、本市の合計特殊出生率は奈良県・全国平均を下

回って推移しており、平成22年以降は県・国との差も大きくなる傾向がみられます。 
 

【 合計特殊出生率の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

資料：奈良市保健所事業概況   

※合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、１人の女子が仮にその年次の年齢別

出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当するもので、その数値を生涯の子どもの数

としてイメージすることができる。 

（３）世帯の動向 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 一般世帯数・一世帯数あたりの人数 

本市の一般世帯数は、人口の減少傾向に反して増加しており、平成 22 年には

147,247 世帯と、平成２年から約 33,148 世帯増加しています。それに伴い、一世

帯あたりの人数は減少傾向が続いており、平成 22 年には 2.4 人となっています。 
 

【 世帯数・一世帯あたり人数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

資料：国勢調査 

市部平均
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② 核家族世帯の動向 
 
  
 

平成２年から平成 22 年の 20 年間で、一般世帯数は約 1.3 倍に増加しています。

また、核家族世帯数も 20 年間で約 1.2倍となっています。もっとも、核家族世帯が

一般世帯に占める割合は減少傾向がみられます。 
 

【 核家族世帯数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：国勢調査 

 
  
 

核家族世帯の内訳をみると、平成２年以降、子どものいる世帯（夫婦のみの世帯を

除く核家族世帯）の割合は減少しており、平成２年からの 20年で 12.5ポイント減

少しています。もっとも、女親と子どもからなる世帯では増加傾向がみられます。 
 

【 核家族世帯の内訳 】 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

資料：国勢調査 
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イ 核家族世帯の内訳 
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（４）働く女性の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 年齢別女性の労働力 
 
  
 

本市の女性の年齢別労働力率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カー

ブを描いています。しかし、25 歳以降の労働力率は年々上昇し、Ｍ字カーブの落ち

込みは緩やかになっています。 

未婚・既婚別でみると、20 代から 30 代においては、既婚に比べ未婚の労働力率

が高くなっており、特に 25～39 歳で約 40ポイントの差がみられます。 
 

【 女性の年齢別労働力率 】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 
 

資料：国勢調査      

 
 

【 女性の未婚・既婚別労働力率（平成 22 年） 】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査      
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子どものいる共働き世帯数をみると、大きな変動はなく、約 22,000世帯で推移

しています。しかし、子どものいる世帯のうち、共働き世帯の占める割合は増加して

おり、平成 12 年から 22 年の 10 年間で 4.4ポイント増加しています。 

 

【 共働き世帯の状況 】 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（５）保育サービスの状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 保育所の状況 
 
  
 

就学前児童数は、年々減少しています。しかし、保育所在籍者数は年々増えており、

在籍割合も上昇傾向が続いています。 
 

【 就学前児童数と保育所在籍者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：就学前児童数：住民基本台帳（各年 4月 1日） 

保育所在籍者数:庁内資料（各年 4月） 

 
  
 

年齢別保育所（園）の在籍割合をみると、０歳～２歳児の割合がゆるやかに増加し

ています。 
 

【 年齢別保育所（園）の在籍割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 庁内資料 
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イ 年齢別保育所（園）の在籍割合 
 

223 246 273 257 283
689 702 789 830 829

849 873 894 1,008 1,024

968 973 1,037 1,023 1,120

1,022 1,018
1,026 1,107 1,082

1,057 1,023
1,029

1,063 1,105
4,808 4,835

5,048
5,288 5,443

0

2,000

4,000

6,000

平成21年 22年 23年 24年 25年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成16年

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

就学前児童数 認可保育所（園）在籍者数 在籍割合

4.6 5.1 5.4 4.9 5.2

14.3 14.5 15.6 15.7 15.2

17.7 18.1 17.7 19.1 18.8

20.1 20.1 20.5 19.3 20.6

43.2 42.2 40.7 41.0 40.2

0

20

40

60

80

100

平成21年 22年 23年 24年 25年

(％)
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② 待機児童数 

本市の年齢別待機児童数の推移をみると、４月１日時点での待機児童数は、増減を

繰り返しています。また、３月１日時点での待機児童数は、０歳児で特に多く 100

人前後で推移しています。 
 

【 待機児童数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国基準による算定       

資料：庁内資料（４月１日現在） 

 

③ 特別保育の実施状況 
 
  
 

コメント 

 

 

 

【 延長保育の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 16 園 19 園 22 園 22 園 23 園 

利
用
者
数 

実利用人数 人 人 人 人 人 

延べ利用人数 人 人 人 人 人 

資料：庁内資料 

ア 延長保育 
 

98 91

131
103

126

26

54

19

23

28

56

39

40

27

38

17

47

28

22

29

37

43

23

28

11

20

26

15

25

14

13

32

21

46763
10
6

3

5

4

16

6

5

3

11

5

5

3

3

3

2
1

2

3

0

50

100

150

200

250

４月 ３月 ４月 ３月 ４月 ３月 ４月 ３月 ４月 ３月

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

(人)

0

50

100

150

200

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳
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コメント 

 

 
 

【 一時預かり保育の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 7 園 7 園 8 園 8 園 9 園 

利
用
者
数 

実利用人数 人 人 人 人 人 

延べ利用人数 人 人 人 人 人 

資料：庁内資料 

 

 
 
  
 

コメント 

 

 
 

【 休日保育の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 2 園 2 園 2 園 2 園 2 園 

利
用
者
数 

実利用人数 人 人 人 人 人 

延べ利用人数 人 人 人 人 人 

資料：庁内資料 

 

イ 一時預かり保育 
 

ウ 休日保育 
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コメント 

 

 
 

【 病児保育の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 － － － 1 園 2 園 

利
用
者
数 

－ － － 人 人 人 

－ － － 人 人 人 

資料：庁内資料 

 

 

 
 
  
 

コメント 

 

 
 

【 病後児保育の利用状況 】 

 

項目 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

実施園数 1 園 1 園 1 園 1 園 2 園 

利
用
者
数 

実利用人数 人 人 人 人 人 

延べ利用人数 人 人 人 人 人 

資料：庁内資料 

 

エ 病児保育 
 

オ 病後児保育 
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（６）幼稚園の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① ３～５歳児数と幼稚園在籍者数 

３～５歳児数は平成 23年以降ゆるやかに減少しています。それに伴い、幼稚園在

籍者数もゆるやかに減少する傾向がみられます。また、３～５歳児に占める幼稚園在

籍者の割合も、平成 22年以降徐々に減少しています。 
 

【 ３～５歳児数と幼稚園在籍者数 】 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

資料：就学前児童数：住民基本台帳（各年 4月 1日） 

保育所在籍者数:庁内資料（各年５月１日） 

 

② 年齢別幼稚園の在籍割合 

年齢別幼稚園の在籍割合をみると、３歳児の割合が増加しています。 
 

【 年齢別幼稚園の在籍割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度５月１日） 

 

8,851 8,617 8,676 8,552 8,558

4,470 4,489 4,430 4,345 4,322

50.5
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51.1 50.8 50.5
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8,000
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(人)

30.0
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50.0
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（％）

020406080
100

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

３歳 ４歳 ５歳

483？ 
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（７）バンビーホーム（放課後児童クラブ）の状況 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

本市では、バンビーホーム（学童保育）を合計 46 か所で開設しています。利用者

数は平成 22年から 24年には減少傾向にあったものの、その後増加に転じ、平成

26 年度には 2,800人を超えています。特に、１年生の登録人数の増加が目立って

います。 

 

【 バンビーホーム（放課後児童クラブ）登録児童数の推移 】 

 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

箇所数 42 か所 42 か所 42 か所 44 か所 46 か所 

登
録
人
数 

1 年生 744 人 754 人 735 人 799 人 837 人 

2 年生 699 人 700 人 699 人 669 人 748 人 

3 年生 583 人 571 人 538 人 564 人 577 人 

4 年生 413 人 370 人 368 人 380 人 369 人 

5 年生 220 人 227 人 201 人 202 人 209 人 

6 年生 109 人 117 人 126 人 122 人 119 人 

合計 2,768 人 2,739 人 2,667 人 2,736 人 2,859 人 

資料：庁内資料（各年度５月１日現在）  
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５ 子ども・子育て支援事業計画にかかるニーズ調査の結果 

（１）お子さんとご家族の状況について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 子どもをみてもらえる親族・知人 

・０～２歳児の保護者、３～５

歳児の保護者ともに、「緊急

時もしくは用事の際には祖

父母等の親族にみてもらえ

る」の割合が高く、６割を超

えています。 

・一方、みてもらえる親族・知

人の「いずれもいない」人が

約１割となっています。 

 

 

【就学前児童調査】 

 

％

日常的に祖父母等の親族にみて
もらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる
友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人
がいる

いずれもいない

無回答

32.6

62.4

1.9

6.4

10.7

0.3

28.2

64.9

2.8

18.9

8.1

0.5

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.5
1
1.5

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）
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② 母親と父親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・母親については、０～２歳児の保護者、３～５歳児の保護者ともに約５割の人が“就

労していない”と回答しています。また、０～２歳児の保護者では、休業中の人も

あわせると約３割の人が、３～５歳児の保護者でも２割を超える人が“フルタイム”

と回答しています。 

 

・父親については、０～２歳児の保護者、３～５歳児の保護者ともに９割以上が“フ

ルタイム”と回答しています。 

 

 

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 869）

３～５歳（N = 764）

％

フルタイムで就労してお
り、産休・育休・介護休
業中ではない

フルタイムで就労してい
るが、産休・育休・介護
休業中である

パート・アルバイト等で
就労しており、産休・育
休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で
就労しているが、産休・
育休・介護休業中である

以前は就労していたが、
現在は就労していない

これまで就労したことが
ない

無回答

94.4

0.2

1.3

0.1

1.5

0.3

2.2

95.9

0.1

0.7

0.0

1.7

0.0

1.6

0 20 40 60 80 100
％

フルタイムで就労してお
り、産休・育休・介護休
業中ではない

フルタイムで就労してい
るが、産休・育休・介護
休業中である

パート・アルバイト等で
就労しており、産休・育
休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で
就労しているが、産休・
育休・介護休業中である

以前は就労していたが、
現在は就労していない

これまで就労したことが
ない

無回答

18.9

11.8

10.0

2.0

52.8

2.3

2.2

20.2

5.4

18.2

1.5

47.7

5.1

1.8

0 20 40 60 80 100

フルタイム 

【就学前児童調査（母親）】 

 

就労していない 

パート・アルバイト 

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 906）

３～５歳（N = 811）

フルタイム 

【就学前児童調査（父親）】 

 

就労していない 

パート・アルバイト 
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 
 

① 平日利用している教育・保育事業 
 

・幼稚園や保育所などの「定期

的な教育・保育の事業」を利

用している割合は、０～２才

児では 36.4％、３～5歳児

では 92.1％となっています。 

・利用している教育・保育事業

の内訳は、０～２歳児では、

「認可保育園」が 75.2％と

最も高くなっています。３～

５歳児では、「幼稚園」が

50.7％、「認可保育園」が

38.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

※０～２歳児調査では「幼稚園」「幼稚園の預かり保育」の 

選択肢はありません。 

 

 

【就学前児童調査】 

 

％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施
設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

その他

無回答

75.2

4.2

1.2

3.9

3.6

6.1

0.9

6.7

2.4

50.7

9.9

38.5

5.3

0.1

0.5

1.1

1.7

0.1

1.5

1.3

－

－

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 330）

３～５歳（N = 751）

0.0

0.0
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② 平日利用したい教育・保育事業 

・現在、利用している、利用し

ていないにかかわらず、定期

的に利用したい平日の教

育・保育の事業については、

０～２歳児では「認可保育

園」「幼稚園」の割合が高く、

５割を超えています。３～５

歳児では、「幼稚園」の割合

が 51.4％と最も高くなって

います。 

・０～２歳児、３～５歳児とも

に「幼稚園の預かり保育」の

割合が３割を超えています。 

・０～２歳児では、３～５歳児

よりも「認定こども園」の割

合が高くなっています。 

 

 

 

（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

・０～２歳児の保護者では、「地

域子育て支援センター」を利

用している人が約３割、「つ

どいの広場」「子育てスポッ

ト」を利用している人が約２

割となっています。 

・一方、３～５歳児の保護者で

は「利用していない」の割合

が８割を超えています。 

 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施
設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

その他

無回答

51.4

32.6

53.1

43.4

12.4

3.6

8.3

6.9

1.8

3.0

7.6

2.1

3.4

51.4

37.1

38.3

34.6

7.6

2.7

5.4

2.7

0.7

3.3

7.1

1.1

3.6

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）

％

地域子育て支援センター

つどいの広場

子育てスポット

利用していない

無回答

30.8

22.5

17.8

52.6

4.0

4.7

4.3

5.5

85.3

5.6

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）
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② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

・０～２歳児の保護者では「利

用していないが、今後利用し

たい」と「すでに利用してい

るが、今後利用日数を増やし

たい」をあわせた割合が５割

を超えています。 

・一方、３～５歳児の保護者で

は、「新たに利用したり、利

用日数を増やしたいとは思

わない」の割合が高く、約７

割にのぼっています。 

 

（４）一時預かり等の短時間サービスについて ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 病気やケガで通常の事業が利用できなかったこと、その主な対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平日に教育・保育事業を定期

的に利用している人のうち、

１年間に、子どもの病気やケ

ガで事業が利用できなかっ

たことが「あった」人が、０

～２歳児の保護者では約８

割、３～５歳児の保護者では

約７割となっています。 

・対処方法については、０～２歳児の保護者、３～５歳児の保護者ともに「母親が休

んだ」の割合が最も高くなっています。 
 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査】 

 

％

利用していないが、今後利
用したい

すでに利用しているが、今
後利用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日
数を増やしたいとは思わな
い

無回答

29.8

25.6

40.3

4.3

22.9

4.2

66.3

6.6

0 20 40 60 80 100
0 20 40 60 80 100

0
0.5
1
1.5

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）

％

あった

なかった

無回答

79.7

12.4

7.9

69.1

24.9

6.0

0 20 40 60 80 100
0 20 40 60 80 100

0
0.5
1
1.5

０～２歳（N = 330）

３～５歳（N = 751）

％

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・
知人に子どもをみても
らった

父親又は母親のうち就労
していない方が子どもを
みた

病児・病後児の保育を利
用した

ベビーシッターを利用し
た

ファミリー・サポート・
センターを利用した

仕方なく子どもだけで留
守番をさせた

その他

無回答

31.6

81.7

52.9

10.3

4.6

0.8

0.8

0.8

3.0

3.4

18.5

52.2

32.9

37.0

2.9

0.2

0.2

0.4

3.3

3.1

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 263）

３～５歳（N = 519）
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② 不定期の教育・保育事業や宿泊を伴う一時預かり等の利用 

・日中の定期的な保育や病気の

ため以外に、私用、親の通院、

不定期の就労等の目的で不

定期に利用している事業は

あるかについては、０～２歳

児の保護者、３～５歳児の保

護者ともに「利用していな

い」の割合が最も高く、特に

０～２歳児の保護者では９

割となっています。 

 

 

 

 

（５）小学校入学後の放課後の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童の保護者の小学校入学後の希望 

・子どもの小学校入学後、子ど

もに放課後の時間をどのよ

うな場所で過ごさせたいか

について、小学校低学年（１

～３年生）では、「自宅」「習

い事」の割合が最も高く、次

いで「バンビーホーム（放課

後児童クラブ）」となってい

ます。 

・高学年（４～６年生）では、

「習い事」の割合が高くなり、

約７割となっています。また、

「バンビーホーム（放課後児

童クラブ）」の割合が、低学

年に比べ低くなっています。 

 

 

N = 269 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

バンビーホーム（放課後児童ク
ラブ）

ファミリー・サポート・セン
ター

その他（公民館、公園など）

無回答

59.5

23.8

59.5

3.7

21.6

43.9

1.1

13.4

8.6

65.8

23.0

70.3

2.2

17.1

32.7

0.4

16.7

10.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

 

【就学前児童調査（５歳児の保護者のみ）】 

 

％

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・セ
ンター

夜間養護等事業：トワイラ
イトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

7.4

1.0

0.4

0.6

0.9

90.0

1.3

8.3

18.5

0.9

0.5

0.7

0.6

72.5

1.3

－

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 908）

３～５歳（N = 815）
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② 小学生の保護者の希望 

・子どもに、放課後の時間をど

のような場所で過ごさせた

いかについて、低学年のうち

は「自宅」の割合が最も高く、

次いで「習い事」となってい

ます。 

・高学年になってからは、「習

い事」の割合が高くなり、約

８割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について ● ● ● 

① 育児休業の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・母親では、「取得した（取得中である）」人の割合が、０～２歳児の母親では 34.1％、

３～５歳児の母親では 26.0％となっています。 

・父親では、０～２歳児の父親、３～５歳児の父親ともに「取得していない」の割合

が約９割となっています。 

 

N = 1,151 ％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童館

放課後子ども教室

バンビーホーム（放課後児童ク
ラブ）

ファミリー・サポート・セン
ター

その他（公民館、公園など）

無回答

72.3

28.6

67.4

3.6

23.9

28.3

1.0

23.9

1.6

73.8

26.9

78.6

3.3

18.4

20.4

1.1

23.5

2.0

0 20 40 60 80 100

【小学生調査】 

 

【就学前児童調査（母親）】 

 

【就学前児童調査（父親）】 

 ％

働いていなかった

取得した
（取得中である）

取得していない

無回答

49.2

34.1

16.1

0.6

58.2

26.0

13.9

1.8

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 906）

３～５歳（N = 811）

％

働いていなかった

取得した
（取得中である）

取得していない

無回答

2.2

2.1

91.6

4.1

0.8

3.3

90.2

5.8

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 869）

３～５歳（N = 764）



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

60 

 

② 職場に復帰したときの子どもの年齢 

・０～２歳児の母親、３～５歳

児の母親ともに、「１か月～

６か月」と「７か月～12 か

月」をあわせた“12 か月ま

でに復帰した人”の割合が高

く、特に０～２歳児の保護者

で６割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 提供区域別の詳細な量の見込みと確保方策 

（１）実施事業の概要 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

（２）見込みと確保方策 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

 

 

７ 進捗管理事業一覧 

 

 

 

 

 

【就学前児童調査（母親）】 

 

％

１か月～６か月

７か月～12か月

１歳１か月～１歳６か月

１歳７か月～２歳

２歳１か月以上

無回答

13.7

51.1

25.8

6.3

2.6

0.5

10.6

45.3

26.5

7.6

10.0

0.0

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2

０～２歳（N = 190）

３～５歳（N = 170）



奈良市次世代育成支援行動計画（後期計画）のうち、特定12事業の進捗状況

1

通常保育事業 保育所において、保護者の労働又は疾病などにより、保育に欠ける乳児
又は幼児を預かり、保育します。

入所児童数：
5,377人（H22.3)

入所児童数：
5,479人（H23.3)

入所児童数：
5,772人（H24.3)

入所児童数：
5,938人（H25.3)

5年間で300人増
入所児童数： 5,677人/日

待機児童数：0人

こども園推進課、保育
所・幼稚園課

2

特定保育事業 行動計画未掲載（一時保育
事業で対応）

保育所・幼稚園課

3

延長保育事業 公立保育園においても、11 時間の保育所開所時間を越えて、1時間の延
長保育を実施し、民間保育所においても更なる延長保育の実施を目指し
ます。

1時間延長箇所数：10
2時間延長箇所数：1
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

1時間延長箇所数：13
（公立保育園3園試行実施）
2時間延長箇所数：1
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

1時間延長箇所数：15
（公立保育園5園試行実施）
2時間延長箇所数：2
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

1時間延長箇所数：15
（公立保育園6園試行実施）
2時間延長箇所数：3
4時間延長箇所数：4

1時間延長箇所数：34
（公立園も含む）
2時間延長箇所数：1
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

こども園推進課、保育
所・幼稚園課

4
夜間保育事業 保育所において、夜間、保護者の就労などで保育に欠ける乳児又は幼

児がいる場合に、その児童を預かり、保育します。
設置箇所数：1 設置箇所数：1 設置箇所数：1 設置箇所数：1 設置箇所数：1 保育所・幼稚園課

5

トワイライト事業
（子育て短期支援事業）

仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の養育が困難な場合に、午
後2時から10時までの時間帯のうち、１日４時間、6か月の範囲で児童を預
かり、養育・保護を行います。

受入人数：0人
利用延べ日数：0日
施設数：5

受入人数：0人
利用延べ日数：0日
施設数：5

受入人数：1人
利用延べ日数：1日
施設数：5

受入人数：0人
利用延べ日数：0日
施設数：5

受入人数：2人
施設数：5

子ども育成課

6

休日保育事業 保育所において、日曜・祝日などに保護者の勤務などで保育に欠ける乳
児又は幼児がいる場合に、その児童を預かり、保育します。

設置箇所数：2 設置箇所数：2 設置箇所数：2 設置箇所数：2 設置箇所数：4 保育所・幼稚園課

7

病児・病後児保育事業 保育所に通っている児童が病気中であっても、症状の急変が認められな
い場合は、専用スペースで一時的に保育する病児保育を新たに実施す
ることにより、病児・病後児保育の充実を図ります。

病後児保育設置箇所数：1 病後児保育設置箇所数：1 病後児保育設置箇所数：1 病児保育設置箇所数：1

病後児保育設置箇所数：1

病児保育設置箇所数：2

病後児保育設置箇所数：1

保育所・幼稚園課

8

放課後児童健全育成事業 保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、バンビー
ホーム内において、集団生活を体験させながら、健全育成を図ります。

入所児童数：
2,929人（H21.5)

入所児童数：
2,768人（H22.5)

入所児童数：
2,739人（H23.5)

入所児童数：
2,667人（H24.5)

利用児童数：2,950人/日 地域教育課

9

地域子育て支援拠点事業
（ひろば型、センター型、児
童館型）

主として乳幼児（0～3 歳）と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に
提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、講習会などを実施します。

設置箇所数
　センター型：4
　ひろば型：4
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：5
　ひろば型：5
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：6
　ひろば型：5
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：7
　ひろば型：6
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：9
　ひろば型：8
　児童館型：1

子ども育成課

10

一時預かり事業 専業主婦等の育児疲れ解消、急病や断続的勤務・短時間勤務等の勤務
形態の多様化に伴い育児が断続的に困難となる場合に、一時的に児童
を預かり、保育します。

設置箇所数：7 設置箇所数：7 設置箇所数：8 設置箇所数：8 設置箇所数：8 保育所・幼稚園課

11

ショートステイ事業
（子育て短期支援事業）

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を１週間を限度と
して預かり、養育・保護を行います。

受入人数：46人
利用延べ日数：217日
施設数：5

受入人数：48人
利用延べ日数：264日
施設数：5

受入人数：46人
利用延べ日数：211日
施設数：5

受入人数：75人
利用延べ日数：291日
施設数：5

受け入れ人数：75人
施設数：5

子ども育成課

12

ファミリー・サポート・センター
事業

「残業で保育所に子どもを迎えにいけない。」「美容院、買物、病院通いな
どの間、子どもを預かってほしい。」など、育児の援助を受けたい人と援助
を行いたい人を会員登録し、会員相互の有償での援助活動の連絡調整
を行い支援します。

会員数：722人
活動件数：5,648件
説明会：9回
講習会：3回
フォローアップ講座：4回
交流会：1回

会員数：863人
活動件数：8,214件
説明会：9回
講習会：3回
フォローアップ講座：4回
交流会：1回

会員数：1,098人
活動件数：6,681件
説明会：12回
講習会：4回
フォローアップ講座：4回
交流会：2回

会員数：1,279人
活動件数：6,665件
説明会：11回
講習会：4回
フォローアップ講座：5回
交流会：2回

設置箇所数：1
支部の設置を図ります。

子ども育成課

平成24年度
（事業実績）

平成26年度
目標値

担当課NO. 事業名 事業概要
平成21年度
（事業実績）

平成22年度
（事業実績）

平成23年度
（事業実績）



主な個別施策 事業名 事業概要

①両親子育て実践講座：夫婦を対象に、妻の妊娠から出産、
乳幼児期の子育てについて、理解を深めてもらいます。

未実施 未実施 未実施 未実施 男女共同参画課

②夫婦クッキング講座：夫婦が共同でクッキングをすることによ
り、男性の家庭参画を推進します。

開催回数：1回
参加者数：11組22人

開催回数：1回
参加者数：8組16人

未実施 未実施 男女共同参画課

③父子クッキング講座：父親と子どもがクッキングを通して、親
子のふれあいや父親の家庭参画の意識づくりを図ります。

開催回数：1回
参加者数：7組14人

開催回数：1回
参加者数：9組18人

開催回数：1回
「パパとわくわくクッキン
グ！」
参加者数：2組4人

開催回数：1回
「夏休み！父子で楽しく
クッキング」
参加者数：10組21名

男女共同参画課

④男の生き方講座：男性が豊かに生きる方法を探るため、パー
トナーや家族とのコミュニケーションを良好に図る方法などを考
えます。

開催回数：2回
参加者数：33人

未実施 未実施 未実施 男女共同参画課

⑤男性のための実践家事講座：男性が料理をすることで生活
自立をし、豊かに生きる方法を探り、家族とのコミュニケーション
を図ります。

開催回数：3回
参加者数：56人

開催回数：3回
参加者数：延べ66人

開催回数：3回
「男性のための料理教
室」
参加者数:延べ52人

開催回数：3回
「イチから始める男メシ！
男の料理教室」
参加者数：延べ54名

男女共同参画課

仕事と生活の調和
推進事業

事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や労働時間等
の改善など仕事と生活の調和のとれた働き方に向けた意識啓
発に努めるセミナーや説明会の開催を支援します。

開催回数：1回
参加者数：78人

未実施 『ならの子育てほっと企
業』表彰（1社）

『ならの子育てほっと企
業』表彰（1社）

・セミナー、説明会の開催
支援
　（開催1回、参加者180
人）
・子育て支援企業：1社

商工労政課

人権教育推進のた
めの副教材の配付

学校における人権教育の推進を図るため、副教材として人権
教育テキスト「なかま」を小・中・高校生に配付し、活用を図って
います。

配付部数（小・中・高校
生を対象）：12,371冊

配付部数（小・中・高校
生を対象）：12,160冊

配付部数（中・高校生を
対象）：3,290冊

県が作成した副教材を
小学校１～3年生に配付

県が作成を検討している
新しい副教材の活用を
検討します。

学校教育課

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

①男女共同の子
育ての促進

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　１－１．仕事と子育ての両立支援の充実

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

男性の家庭参画セミ
ナー（奈良市男女共
同参画計画）

内容を工夫し、継続して
実施、または実施を検討
します。市民共同事業等
の機会も積極的に利用し
ます。



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

女性の健康増進講
座

家事、育児、仕事等により生じる女性の心身のストレスを解消
し、健康増進を図るための講座を開催します。

開催回数：18回
参加者数　延べ342人
「女性の健康のためのヨ
ガ講座」

開催回数：9回
参加者数：159人
「女性の健康のためのヨ
ガ講座」

開催回数：3回
「不調にサヨナラ！やさし
いヨガ」
参加者数：延べ64名

開催回数：6回
「身体の中からキレイに
なろう！」
参加者数（講演）：延べ
13人（フラダンス）16人

開催回数：7回
「自分らしく、素敵な女性
に『ビューティヨガ』」
参加者数：延べ61名
「体験ヨガ2日間ダイエッ
ト編」
参加者数：延べ42名
「体験ヨガ2日間呼吸編」
参加者数：延べ38名

内容を充実させ継続して
実施します。

男女共同参画課

保育所のサービス評
価の実施

保育所に第三者評価を導入し、保育サービスの質の向上を目
的として、これまでに提供してきた保育内容や保育の質を、保
護者や子どもの視点から見直し改善します。

未実施 未実施 未実施 未実施 県内に第三者評価機関
が設立されるのに併せて
実施します。

こども園推進課
保育所・幼稚園課

通常保育事業 保育所において、保護者の労働又は疾病などにより、保育に
欠ける乳児又は幼児を預かり、保育します。

入所児童数：
5,377人（H22.3)

入所児童数：
5,479人（H23.3)

入所児童数：
5,772人（H24.3)

入所児童数：
5,938人（H25.3)

5年間で300人増
入所児童数： 5,677人/
日

待機児童数：0人

こども園推進課
保育所・幼稚園課

延長保育事業 公立保育園においても、11 時間の保育所開所時間を越えて、
1時間の延長保育を実施し、民間保育所においても更なる延長
保育の実施を目指します。

1時間延長箇所数：10
2時間延長箇所数：1
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

1時間延長箇所数：13
（公立保育園3園試行実
施）
2時間延長箇所数：1
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

1時間延長箇所数：15
（公立保育園5園試行実
施）
2時間延長箇所数：2
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

1時間延長箇所数：15
（公立保育園6園試行実
施）
2時間延長箇所数：3
4時間延長箇所数：4

1時間延長箇所数：34
（公立園も含む）
2時間延長箇所数：1
4時間延長箇所数：4
7時間延長箇所数：1

こども園推進課
保育所・幼稚園課

休日保育事業 保育所において、日曜・祝日などに保護者の勤務などで保育
に欠ける乳児又は幼児がいる場合に、その児童を預かり、保育
します。

設置箇所数：2 設置箇所数：2 設置箇所数：2 設置箇所数：2 設置箇所数：4 保育所・幼稚園課

病児・病後児保育事
業

保育所に通っている児童が病気中であっても、症状の急変が
認められない場合は、専用スペースで一時的に保育する病児
保育を新たに実施することにより、病児・病後児保育の充実を
図ります。

病 後 児 保 育 設 置 箇 所
数：1

病 後 児 保 育 設 置 箇 所
数：1

病 後 児 保 育 設 置 箇 所
数：1

病児保育設置箇所数：1

病 後 児 保 育 設 置 箇 所
数：1

病児保育設置箇所数：2

病後児保育設置箇所
数：1

保育所・幼稚園課

一時預かり事業 専業主婦等の育児疲れ解消、急病や断続的勤務・短時間勤務
等の勤務形態の多様化に伴い育児が断続的に困難となる場
合に、一時的に児童を預かり、保育します。

設置箇所数：7 設置箇所数：7 設置箇所数：8 設置箇所数：8 設置箇所数：8 保育所・幼稚園課

②多様な子育て
支援サービスの充
実

①男女共同の子
育ての促進



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

放課後児童健全育
成事業

保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預か
り、バンビーホーム内において、集団生活を体験させながら、健
全育成を図ります。

入所児童数：
2,929人（H21.5)

入所児童数：
2,768人（H22.5)

入所児童数：
2,739人（H23.5)

入所児童数：
2,667人（H24.5)

利用児童数：2,950人/日 地域教育課

夜間保育事業 保育所において、夜間、保護者の就労などで保育に欠ける乳
児又は幼児がいる場合に、その児童を預かり、保育します。

設置箇所数：1 設置箇所数：1 設置箇所数：1 設置箇所数：1 設置箇所数：1 保育所・幼稚園課

園庭開放 保育所において、在園児以外（０歳児から３歳児）の親子を対
象に遊び方を教えたり、保育園児との交流を行ったりします。子
育てについての相談に応じます。

公立：22箇所
私立：7箇所

公立：19箇所
私立：7箇所

※認定こども園都祁保育
園の開園により公立保育
園3園減

公立：19箇所
私立：7箇所

公立：19箇所
私立：7箇所

今後は全園で実施する
ように努めます。

こども園推進課

駅前保育所の設置 待機児童解消に向けて、駅前保育所を設置します。 設置箇所数：0 設置箇所数：0 設置箇所数：2 設置箇所数：2
※ただし、平成25年4月1
日開所の保育所整備を
実施済

設置箇所数:5 子ども政策課
保育所・幼稚園課

子育て短期支援事
業
（ショートステイ事業）

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を１週
間を限度として預かり、養育・保護を行います。

受入人数：46人
利用延べ日数：217日
施設数：5

受入人数：48人
利用延べ日数：264日
施設数：5

受入人数：46人
利用延べ日数：211日
施設数：5

受入人数：75人
利用延べ日数：291日
施設数：5

受け入れ人数：75人
施設数：5

子ども育成課

子育て短期支援事
業
（トワイライト事業）

仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の養育が困難な
場合に、午後2時から10時までの時間帯のうち、１日４時間、6か
月の範囲で児童を預かり、養育・保護を行います。

受入人数：0人
利用延べ日数：0日
施設数：5

受入人数：0人
利用延べ日数：0日
施設数：5

受入人数：1人
利用延べ日数：1日
施設数：5

受入人数：0人
利用延べ日数：0日
施設数：5

受入人数：2人
施設数：5

子ども育成課

子育てサークル交流
会の実施

子育て中の保護者が自主的に運営する子育てサークルを支援
するため、サークル同士のネットワーク作りや情報の交換、親育
ちのための学習会を行います。
なお、平成24年度から、地域子育て支援センターが主体とな
り、サークルだけでなく地域の子育て支援団体全体を対象にし
た交流会としていきます。

開催回数：5回
参加者
　①中止
　②10組61人
　③4組55人
　④5組37人
　⑤4組24人
　⑥11組59人

開催回数：6回
参加者
　①2組33人
　②5組32人
　③2組13人
　④2組24人
　⑤6組33人
　⑥4組56人

開催回数：6回
参加者
　①2組13人
　②1組20人
　③3組20人
　④3組13人
　⑤3組37人
　⑥3組65人

開催回数：6回
参加者
　①6組6人
　②7組１１人
　③11組16人
　④6組10人
　⑤5組5人
　⑥7組26人

開催回数:6 回 子ども育成課

②多様な子育て
支援サービスの充
実



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

幼稚園における預か
り事業

幼稚園での通常の教育時間外に、希望する園児を対象に、預
かり保育を実施しています。

実施園：39園
 内、１園は認定こども園
として預かり保育を実
施。

39園（全園）で、実施。
保護者の要望や地域の
実態に応じ、各幼稚園の
状況に応じた預かり保育
をしています。

全園で実施（各幼稚園の
実態に応じた預かり保育
の実施）。

全園で実施（各幼稚園の
実態に応じた預かり保育
の実施）。
※内、3園においては定
期実施に向けて新たに
担当者を配置し、10月か
ら開園日平日の施行実
施。

全園で実施します。 こども園推進課

地域に開かれた幼
稚園づくりの推進

地域の仲間とふれあう機会が少なくなっている幼児や子育てに
孤立感・不安感を抱えている保護者のために、園庭・園舎の開
放や未就園児の親子登園を実施しています。

実施園：39園
　内、１園は認定こども園
として、未就園児保育等
を実施。

39園（全園）で実施 全園で実施し、各幼稚園
の実態に応じた内容の
充実を図った。

全園で実施
　内2園は、認定こども園
として、未就園児保育等
を実施。

全園で実施します。 こども園推進課

ファミリー・サポート・
センター事業

「残業で保育所に子どもを迎えにいけない。」「美容院、買物、
病院通いなどの間、子どもを預かってほしい。」など、育児の援
助を受けたい人と援助を行いたい人を会員登録し、会員相互
の有償での援助活動の連絡調整を行い支援します。

会員数：722人
活動件数：5,648件
説明会：9回
講習会：3回
フォローアップ講座：4回
交流会：1回

会員数：863人
活動件数：8,214件
説明会：9回
講習会：3回
フォローアップ講座：4回
交流会：1回

会員数：1,098人
活動件数：6,681件
説明会：12回
講習会：4回
フォローアップ講座：4回
交流会：2回

会員数：1,279人
活動件数：6,665件
説明会：11回
講習会：4回
フォローアップ講座：5回
交流会：2回

設置箇所数：1
支部の設置を図ります。

子ども育成課

認定こども園制度の
導入

多様化する保育ニーズへ対応するため、認定こども園制度を
導入し、保護者負担の軽減と子どもの健全育成に努めるととも
に、子育て相談に応じるなど地域の子育て支援の拠点としま
す。
<保育所型>
保育所において保護者の就労の有無に関わらず、施設の利用
が可能となります。
<幼稚園型>
幼稚園において、預かり保育及び３歳児保育や専任教員によ
る未就園児保育を実施します。

幼稚園型：1か所 保育所型：1か所
幼稚園型：1か所

保育所型：1か所
幼稚園型：1か所

保育所型：1か所
幼稚園型：2か所

計画している地域におい
て協議し、早期の導入を
図ります。

子ども政策課

公民館での各種教
室・講座

公民館の特性を生かし、各年度において、各種子育て支援事
業を実施します。
①親子が集える「場」の提供・情報提供事業
②子育て支援教室・講座（保護者対象）
③体験教室・講座（親子対象）
④体験教室・講座（児童対象）
⑤地域の子育て力向上講座・教室（市民対象）

①27事業
②5事業
③32事業
④63事業
⑤2事業

①47事業
②5事業
③33事業
④58事業
⑤4事業

①60事業
②6事業
③37事業
④62事業
⑥4事業

①52事業
②6事業
③34事業
④68事業
⑥2事業

時代に即した①～⑤の
事業を、継続して実施し
ます。

奈良市生涯学習
財団（生涯学習
課）

②多様な子育て
支援サービスの充
実

　１－２．子育てに関する相談および経済的支援の充実



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

キッズ・スペース 就学前までの子どもとその保護者を対象に、子育て中の親同
士の交流や情報交換を行う場所を提供します。

毎週月・水・金・日曜日
（10～16時）
（休館日を除く）

毎週月・水・金・日曜日
（10～16時）
（休館日を除く）

センター移転に伴い廃
止

センター移転に伴い廃
止

当センターの利用状況、
他施設の動向等を考慮
しながら適宜対応してい
きます。

男女共同参画課

子育て相談 保育所への電話や来園により、子育ての悩みや育児相談を行
います。

全園で実施 全園で実施 全園で実施 全園で実施 今後も全園で実施しま
す。

こども園推進課

家庭児童相談室の
設置

子どもの生活習慣、学校生活、家庭環境等、児童と家庭の福
祉の向上を図るため、家庭児童相談室を設置しています。

家庭相談員：5人 家庭相談員：5人 家庭相談員：6人 家庭相談員：5人 家庭相談員:5人 子育て相談課

幼稚園の子育て相
談機能の充実

子育ての悩みや相談を、現職教員や教職経験者などが、在
園児保護者や在園児以外の保護者（未就園児親子登園者）
を対象に行います。

39園でニーズに応じて随
時実施

39園（全園）でニーズに
応じて随時実施

全園でニーズに応じて随
時実施。

全園でニーズに応じて随
時実施。

全園でニーズに応じて随
時実施します。

こども園推進課

家庭教育講演会・講
座の開催

子どもや家庭教育を取り巻く諸問題の解決と家庭の教育力の
向上を図り、これからの家庭教育のあり方、親の役割について
考えるため講演会を実施します。

開催回数：2回
参加者数：138人

開催回数：1回
参加者数：47人

開催回数：1回
参加者数：88人

開催回数：１回
参加者数：48人

開催回数:1回
参加者数:200人

生涯学習課

地域子育て支援拠
点事業（ひろば型、
センター型、児童館
型）

主として乳幼児（0～3 歳）と保護者が気軽に集い、交流できる
場を地域に提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、講習
会などを実施します。

設置箇所数
　センター型：4
　ひろば型：4
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：5
　ひろば型：5
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：6
　ひろば型：5
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：7
　ひろば型：6
　児童館型：0

設置箇所数
　センター型：9
　ひろば型：8
　児童館型：1

子ども育成課

子育てスポット事業 公共施設の空きスペースを利用して、月1～2 回、主として乳幼
児(0～3 歳)と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に提
供し、育児相談や子育て関連情報の提供、講習会などを実施
します。

設置箇所数:20 設置箇所数:22 設置箇所数:25 設置箇所数:28 設置箇所数:40 子ども育成課

母子家庭等に対す
る相談体制の充実

母子家庭・寡婦に対し、生活や家庭、子どもの養育または母子
寡婦福祉資金の利用等の相談に応じます。

母子自立支援員:2人 母子自立支援員:2人 母子自立支援員:2人 母子自立支援員:2人 母子自立支援員:2人 子育て相談課

①子育てに関する
相談体制の整備、
学習機会の拡充



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

乳幼児医療費助成
制度の拡大

乳幼児に加え、医療費補助（通院・入院）の対象を中学生（15
歳）まで拡大します。

対象年齢:0歳～就学前
まで

対象年齢:0歳～就学前
まで

・対象年齢：8月から0歳
～中学校修了前までに
拡大(小学生は入院・通
院、中学生は入院のみ）
・受給者数：乳幼児
17,820人、小学生16,532
人、中学生7,900人
(H24.3）

・対象年齢：0歳～中学
校修了前まで（中学生は
入院のみ）
・受給者数：乳幼児
17,715人、小学生16,321
人、中学生8,203人
（H25.3）

対象年齢:0歳～中学卒
業まで

子ども育成課

就学援助 小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に援助し、義務教育
就学の達成を図ります。

小学校　1,932人
中学生　1,060人

小学校　1,782人
中学生　1,056人

小学校　1,752人
中学生　1,106人

小学校　1,699人
中学生　1,065人

今後も事業を継続し、認
知度を高めます。

教育総務課

就園奨励費補助 家庭の所得状況に応じて、保護者の経済的負担の軽減を図る
とともに、公・私立幼稚園の保護者負担の格差の是正を図る。

私立幼稚園
　　　1,012人
公立幼稚園
　　　　 88人

私立幼稚園
　　　1,097人
公立幼稚園
　　　　 97人

私立幼稚園
　　　1,107人
公立幼稚園
　　　　  89人

私立幼稚園
　　　1,117人
公立幼稚園
　　　　  71人

今後も事業を継続しま
す。

保育所・幼稚園課

母子家庭等日常生
活支援事業

修学や求職等の自立に必要な理由や疾病等の社会的理由で
一時的に生活援助や保育サービスが必要な母子家庭、父子家
庭、寡婦の世帯に、家庭生活支援員を派遣します。

利用者：2人 利用者：1人 利用者：3人 利用者：11人 周知徹底し、活用を図り
ます。

子育て相談課

母子家庭および寡
婦自立促進計画の
策定

母子家庭の母と寡婦の生活の安定と向上のため、子育てや生
活の支援、就業支援、養育費の確保、経済的支援などの方策
を総合的かつ計画的に推進するため、促進計画を策定しま
す。

未実施 未実施 計画策定のための実態
調査を実施

平成25年2月に「奈良市
母子家庭・父子家庭等
自立促進計画」を策定・
公表

策定し、計画に基づき実
施します。

子育て相談課

母子家庭等就業・自
立支援センター事業

母子家庭の母と寡婦の自立を支援するため、就業相談、就業
支援講習会、就業情報提供等の施策を総合的・計画的に実施
します。

就業相談
就業情報提供
就業支援講習会
（ホームヘルパー講座2
級課程、IT講習会）

就業相談
就業情報提供
就業支援講習会
（ホームヘルパー講座2
級課程、IT講習会）

就業相談、就業情報提
供、就業支援講習会、母
子自立支援プログラム策
定等、県と共同運営する
奈良県母子家庭等就
業・自立支援センターで
実施

就業相談、就業情報提
供、就業支援講習会、母
子自立支援プログラム策
定等、県と共同運営する
奈良県母子家庭等就
業・自立支援センターで
実施

更なる事業の充実を図り
ます。

子育て相談課

母子家庭自立支援
教育訓練給付金事
業

母子家庭の母の主体的な能力開発の取り組みを支援し、母子
家庭の自立の促進を図るため、教育訓練を受講することが適
職に就くため必要と認められる場合に、教育訓練給付金を交
付します。

交付：16件 交付：10件 交付：3件 交付：9件 継続して実施します。 子育て相談課

①ひとり親家庭へ
の支援の充実

②子育て家庭へ
の経済的な支援
の充実

１－３．様々な状況にある子どもや家庭への支援の充実



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

母子家庭高等技能
訓練促進事業

母子家庭の母が就業に結びつきやすい資格を取得するために
養成機関で受講するに際して、高等技能訓練促進費を交付す
ることにより、受講期間中における生活の不安の解消および生
活の負担の軽減を図り、安定した就業環境を提供し、資格取得
を容易にします。

交付：20件 交付：28件 交付：42件 交付：45件 継続して実施します。 子育て相談課

公共賃貸住宅にお
ける母子世帯の優
先入居制度の活用

平成17年度当初に入居する第9号市営住宅の建替事業（2期）
の中で母子家庭向住宅を2戸建設し、公募するとともに、市営
住宅の空き家募集において母子家庭に対する優先入居制度
を実施します。

母子家庭向住宅17戸 母子家庭向住宅17戸
1戸公募（倍率8倍）

母子家庭向住宅17戸
公募なし

母子家庭向住宅17戸
2戸公募（倍率8.5倍）

応募倍率等の動向を見
ながら戸数の増減につ
いて判断していきます。

住宅課

発達相談 幼児健康診査後の精神発達面の状態を個別の検査を用いて
確認します。

相談件数315件 相談件数357件 相談件数336件 相談件数357件 継続して実施し充実を図
ります。

健康増進課

すくすく相談 育児や発達に関する相談に応じ育児不安を軽減します。また、
適切な子育て情報を発信します。

相談件数47件 相談件数52件 相談件数23件 相談件数29件 相談しやすい体制を整
え、充実を図ります。

健康増進課

放課後児童クラブに
おける障がい児の受
け入れ推進

放課後に就労等で保育のできない世帯の小学生を対象に、バ
ンビーホームを開設しており、障がいの程度・内容に応じて指
導員の加配をしながら、障がい児の受入れを推進します。

障がい児受け入れ人数：
89人（H22.3）

障がい児受け入れ人数：
86人（H23.3）

障がい児受け入れ人数：
66人（H24.3）

障がい児受け入れ人数：
72人（H25.3）

全バンビーホーム（42 箇
所）での受入充実を図り
ます。
※平成25年度より46箇所

地域教育課

短期入所 居宅においてその介護を行う方の疾病その他の理由により、障
害者支援施設、障害福祉施設等への短期間の入所を必要と
する障がい児につき、当該施設に短期間の入所をさせて、入
浴、排泄及び食事の介護その他の必要な支援を行います。

受入事業所数（県内）
20箇所

受入事業所数（県内）
24箇所

受入事業所数（県内）
24箇所
（平成23年12月1日）

受入事業所数（県内）
24箇所

継続します。 障がい福祉課

障害児通所支援
（H24.4.1法改正)
（旧：児童デイサービ
ス）

障がい児を児童発達支援センター等の施設に通わせ、年齢に
応じて日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付
与及び集団生活への適応訓練を行います。

事業所数　3箇所 事業所数　6箇所 事業所数　16箇所 事業所数　35箇所 継続して実施します。 障がい福祉課
子育て相談課

居宅介護 居宅において、入浴、排泄及び食事等の介護ならびに生活等
に関する相談及び助言その他生活全般にわたる支援を行いま
す。

延べ利用者数　541人 延べ利用者数　688人 延べ利用者数　692人 延べ利用者数　758人 継続して実施します。 障がい福祉課

②障がいのある子
どもまたは保護
者、その家庭への
支援の充実

①ひとり親家庭へ
の支援の充実



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

行動援護 知的や精神に重い障がいがあり、一人で行動することが難しい
障がい者児が対象です。
対象児のことをよくわかっているヘルパーが、そばにいて、安心
して外出し、活動できるよう支援を行います。

延べ利用者数　603人 延べ利用者数　712人 延べ利用者数　817人 延べ利用者数　805人 継続して実施します。 障がい福祉課

奈良市歯科診療 みどりの家歯診療所（総合福祉センター内）において、障がい
児の歯科健診及び治療を行います。

治療延べ人数
118名
検診延べ人数
123名

治療延べ人数
153名
検診延べ人数
115名

治療延べ人数
146名
検診延べ人数
104名

治療延べ人数
143名
検診延べ人数
115人

継続して実施します。 障がい福祉課

日中一時支援 家族の就労支援や一時的な休息を目的に、障がい児の一時
的な介助や見守りが必要な場合に、日帰りで必要な時間だけ
施設を利用することができます。
※施設入所者及び病院に入院されている方は、利用できませ
ん。

奈良市への登録事業所
27箇所

奈良市への登録事業所
30箇所

奈良市への登録事業所
31箇所
（平成23年12月1日）

奈良市への登録事業所
46箇所
（平成24年4月1日）

継続します。 障がい福祉課

移動支援 障がい児の外出及び余暇活動等の移動を支援します。ただ
し、通学及び社会通念上適当でない外出を除き、原則として１
日の範囲内で終わるものに限ります。
※施設入所者及び病院に入院されている方は、利用できませ
ん。

奈良市への登録事業所
110箇所

奈良市への登録事業所
117箇所

奈良市への登録事業所
135箇所
（平成23年12月1日）

奈良市への登録事業所
159箇所
（平成24年4月1日）

継続します。 障がい福祉課

みどり園 総合福祉センターみどり園において、就学前の障がい児を対
象に、保護者とともに通園し日常生活において必要な指導を行
い、集団生活への適応を促すよう療育を実施しています。ま
た、家族支援も行っています。

利用者数　141名
常勤保育士4名（内、嘱
託保育士2名）
（平成21年4月）

利用者数　143名
常勤保育士3名（内、嘱
託保育士1名）、臨時保
育士1名
（平成22年4月）

利用者数　145名
常勤保育士5名（内、嘱
託保育士2名）

利用者数　143名
常勤保育士4名（内、嘱
託保育士1名）、嘱託職
員１名

継続します。 障がい福祉課

相談支援事業 障がい児が、地域で安心して自立した生活を送るために、本人
や関係者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言など
を総合的に行います。

設置個所数（市内）
8箇所

設置個所数（市内）
8箇所

設置個所数（市内）
8箇所

設置個所数（市内）
8箇所

継続します。 障がい福祉課

親子体操教室 奈良市総合福祉センター体育館において障がい児と保護者
が、一緒にスポーツ・レクレーションを楽しみながら、健康の維
持・増進を図ることを目的に実施しています。

延べ利用者数
2,017名

延べ利用者数
2,209名

延べ利用者数
2,200名

延べ利用者数
1,667名

継続します。 障がい福祉課

②障がいのある子
どもまたは保護
者、その家庭への
支援の充実



主な個別施策 事業名 事業概要

平成26年度
目標値

平成23年度
(事業実績)

担当課

基本目標１　子どもを安心して楽しく育てられるまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

（仮）療育センター検
討庁内連絡会の開
催

発達障がいにおける保健・医療の充実及び子育ての負担軽減
を図るため、早期発見、早期療育体制を確立し、障がいの発見
時点から保育、就学、教育、就職にいたるまでのライフステージ
ごとに対応できる療育ネットワークの構築が必要です。療育セ
ンターのあるべき姿について、保健・医療・教育等の関係各課
による検討の場を設けます。

未設置 会議開催
第1回 平成22年8月17日
第2回 平成22年9月22日
第3回 平成22年10月27
日
第4回 平成23年3月28日

会議開催
第5回 平成23年5月24日

※平成24年3月20日「子ど
も発達センター」開所

会議を開催 障がい福祉課
子育て相談課

長期療養児支援 障がい児が適切な医療ケアや医療・福祉制度を利用しながら
在宅で生活が送れることや、保護者は地域の人や専門職の支
えを受けながら安心して子育てができるように、訪問や相談等
を実施します。

支援対象者数：27人
訪問、相談等支援回数：
148回

支援対象者数：33名
訪問、相談等支援回数
135回

支援対象者数：40名
訪問、相談等支援回数
174回

支援対象者数：52名
訪問、相談等支援回数
165回

障がい児と保護者の
ニーズ、地域の現状に応
じた支援をします。

健康増進課

被虐待児童対策地
域協議会の設置・活
用

児童虐待の予防・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医
療機関、民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察署などの
関係機関が連携して、虐待から子どもを守るために「被虐待児
童対策地域協議会」を設置しています。

個別ケース：103件
受理会議：221回
家庭訪問：105件
代表者会議：1回
実務者会議：11回
相談件数：252件

個別ケース：99件
受理会議：257回
家庭訪問：130件
代表者会議：1回
実務者会議：11回
相談件数：277件

個別ケース：147件
受理会議：312回
家庭訪問：169件
代表者会議：1回
実務者会議：12回
相談件数：338件

個別ケース：164回
受理会議：425回
家庭訪問：178件
代表者会議：1回
実務者会議：12回
相談件数：425件

児童虐待の早期発見、
早期対応により虐待の発
生・再発の防止を図りま
す。

子育て相談課

養育支援訪問事業 保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等
に対し、訪問などにより、養育に関する相談、指導、助言などの
支援を行います。

未実施 申請数：3件
支援ケース数：3件
延訪問数：27回

申請数：8件
支援ケース数：11件
延訪問数：87回

申請数：2件
支援ケース数：9件
延訪問数：93回

継続します。 子育て相談課

③児童虐待防止
などの取り組み

②障がいのある子
どもまたは保護
者、その家庭への
支援の充実



主な個別施策 事業名 事業概要

保育所における食
育の推進

乳幼児期からの適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定着、
食を通じた豊かな人間性の育成など、心身の健全育成を図る
ため、保育所で「食育カリキュラム」を作り、実施します。

食育カリキュラムに基づ
き心身の健全育成に努
めました。

食育カリキュラムを活用 食育カリキュラムを活用 食育カリキュラムを活用
食物アレルギー指示書
の改正

食育カリキュラムを実施
していくなかで見直しを
行い、より良いカリキュラ
ムを作成します。

こども園推進課

保育所職員研修の
推進

子どもの人権を十分配慮し、多様な保育ニーズおよび子育て
支援等のサービスに対応するため、保育所に勤務する職員を
対象に園内外の研修を実施し、資質向上を図ります。

全園で実施 全園で実施 全園で実施 全園で実施 今後研修の充実に努
め、資質向上を図りま
す。

こども園推進課

エイズ・性感染症に
関する正しい知識の
普及啓発事業

特に性行動が活発化する若年層を中心に、エイズや性感染症
に関する正しい知識を持ち予防行動がとれるよう、学校、NPO
団体等関係機関と協力しながら啓発事業を推進します。
また、感染不安のある方への相談や検査を行い、知識普及と
感染予防への意識づけを行うとともにパートナーや家族に対し
ても波及効果を高めるための啓発を実施していきます。

・高校１校、大学１校での
エイズコーナーの設置(2
校200人）
・奈良市教育委員会養護
教諭の研修会（51人）、医
師会学術講座（41人）、臨
床検査技師会公開講座
（約100人）においてエイ
ズ・性感染症の講演（3講
座実施）
・HIV検査普及週間で,ポ
スター、検査チラシパンフ
レットを高校・大学・専門
学校等324施設へ配布
・世界エイズデーに合わ
せてパネル展示をj実施。
医療機関・教育機関等に
パンフレット、検査案内ち
らし配布（5,000部）
・ＨＩＶ検査普及週間及び
世界エイズデーにともなう
休日エイズ検査の実施
（受検者数20人）
・エイズ検査受検者数205
人

・高校・大学文化祭でのエ
イズコーナーの実施（高校
1校、大学1校、計154人）
・高校でのエイズ研修会
の実施（1校36人）
・高校教育実習生への研
修会（20人）、大学学園祭
実行委員への研修会（39
人）
・HIV検査普及週間、世界
エイズデーにおけるパン
フレット・ポスター等の配
布（中学校・高校・大学・
専門学校）（約470カ所）
・ＨＩＶ検査普及週間及び
世界エイズデーにともなう
休日エイズ検査・相談の
実施（受検者数26人）
・エイズ検査受検者数年
間224人

・高校・大学文化祭でのエ
イズコーナーの実施（高校
2校、大学1校、計138人）
・高校教育実習生への研
修会（17人）、大学学園祭
実行委員への研修会（70
人）
・HIV検査普及週間、世界
エイズデーにおけるパン
フレット・ポスター等の配
布（中学校・高校・大学・
専門学校）（約350カ所）
・街頭キャンペーン2回
・ＨＩＶ検査普及週間及び
世界エイズデーにともなう
休日エイズ検査・相談の
実施（受検者数25人）
・エイズ検査受検者数年
間279人

・高校・大学文化祭でのエ
イズコーナーの実施（高校
3校、計529 人）
・高校教育実習生への研
修会（11人）、大学学園祭
実行委員への研修会
（100人）
・HIV検査普及週間、世界
エイズデーにおけるパン
フレット・ポスター等の配
布（中学校・高校・大学・
専門学校）（約90カ所）
・ＨＩＶ検査普及週間及び
世界エイズデーにともなう
休日エイズ検査・相談の
実施
（受検者数35人）
・エイズ検査受検者数
　年間291人

・学校文化祭のエイズ
コーナーや出前教室の
実施校を増やす。
＊実施校5校
・HIV抗体検査・相談者
数の増加をめざす。
*検査・相談者数:300名

保健予防課

中学生の乳幼児ふ
れあい体験の充実

結婚や子育てに関する肯定的感情を育てるため、中学生が
幼稚園や保育園の乳幼児と触れ合う体験を通して、乳幼児
の生活に関心を持ち、子どもや家庭の大切さを理解してもら
います。

全中学校（21校）で実施 全中学校（21校）で実施 22校中21校で実施
（主に中2で実施のため、
新設の富雄第三中は実
施していない。来年度は
実施予定）

全中学校（22校）で実施 全中学校（22校） 学校教育課

　２－１．豊かな心、未来をひらく力を育む保育・教育の創造

①豊かな感性を
育て、ゆとりある保
育環境の充実

②豊かな人間性と
「生きる力」を育む
学校（園）教育の
充実

担当課
平成23年度
(事業実績)

基本目標２　子どもがいきいきと心豊かに育つまち

平成24年度
(事業実績)

平成26年度
目標値

平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

　基本施策



主な個別施策 事業名 事業概要

担当課
平成23年度
(事業実績)

基本目標２　子どもがいきいきと心豊かに育つまち

平成24年度
(事業実績)

平成26年度
目標値

平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

　基本施策

学校評議員の設置
推進

学校運営を地域に開かれた特色あるものにするため、学校
評議員を設置します。校長は評議員に意見を求めながら、
自主的・自立的な学校運営を推進します。

学校評議員の設置
幼稚園:39園131人
小学校:48校202人
中学校:21校88人
高校:１校5人

学校評議員の設置
幼稚園:39園129人
小学校:48校203人
中学校:21校93人
高校:１校5人

学校評議員の設置
幼稚園:39園135人
小学校:47校201人
中学校:22校95人
高校:１校5人

学校評議員の設置
幼稚園:38園132人
小学校:47校192人
中学校:22校94人
高校:１校5人

学校評議員の設置
幼稚園：38園131人
小学校：47校202人
中学校：22校98人
高校：1校5人
（平成23年度より中学校
１校増加・小学校1校減
少）

学校教育課

私立幼稚園運営費
補助金

運営費補助金の交付により、私立幼稚園の教育条件の維持
向上と園児にかかる経済的負担の軽減を図り、幼稚園の経
営の健全性を高めることで私立幼稚園の健全な発展を図り
ます。

私立幼稚園運営費補助
金
14園
25,117千円
私立幼稚園協会補助金
1,000千円

私立幼稚園運営費補助
金
15園
25,537千円
私立幼稚園協会補助金
900千円

私立幼稚園運営費補助
金
15園
25,329千円
私立幼稚園協会補助金
900千円

私立幼稚園運営費補助
金
15園
25,311千円
私立幼稚園協会補助金
900千円

市内私立幼稚園に補助 保育所・幼稚園課

放課後子ども教室
推進事業

放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの安全・安心な
活動拠点(居場所)を設け、地域の方々の参画を得てスポー
ツ等交流活動を実施することにより、子どもたちが地域社会
の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを行います。

全48小学校区中
17校区で実施

全48小学校区中
22校区で実施

全47小学校区中
26校区で実施

全47小学校区で実施 全47小学校区で実施 地域教育課

小学校での30人学
級導入

30 人数学級の実施で、よりきめ細かい指導を行うことにより、
子どもの教育の充実を図ります。

小学校1，2年生におい
て30人学級編成を実施
しました。
これにより39クラス増とな
り市費教員を38人任用し
ました。

小学校1年・2年・3年生
において30人学級を実
施しました。
これにより60クラス増とな
り市費教員を53人任用し
ました。

小学校1年・2年・3学年
において30人学級、4年
生において30人程度学
級（33人上限）を実施し
ています。
これにより65クラス増とな
り市費教員を63人任用し
ています。

小学校1年・2年・3年生
において30人学級、4
年・5年生において30人
程度学級（33人上限）を
実施しました。
これにより84クラス増とな
り市費教員を83人任用し
配置しました。

小学校全学年において
30人学級編制を実施

教職員課

教職員研修の推進 教育課題の解決、園児・児童・生徒指導の充実および多様
な教育ニーズに対応するため、市立学校園に勤務する教職
員の研修を実施し、資質と能力の向上を図ります。

開催講座数：178
受講者数：5,500

開催講座数：201
受講者数：5,626

開催講座数：332
受講者数：8,300

開催講座数：284
受講者数：9,000

開催講座数：270
受講者数：9,000

教育支援課

児童館事業の充実 身近な子育て支援の拠点施設として市民参画のもとに、より
開かれた児童館を目指します。

公設　4箇所
民設　1箇所

公設　4箇所
民設　1箇所

公設　4箇所
民設　1箇所

公設　4箇所
民設　1箇所

運営方法や事業内容等
を見直し、子育て支援の
拠点としての充実を図り
ます。

子ども育成課

②豊かな人間性と
「生きる力」を育む
学校（園）教育の
充実



主な個別施策 事業名 事業概要

担当課
平成23年度
(事業実績)

基本目標２　子どもがいきいきと心豊かに育つまち

平成24年度
(事業実績)

平成26年度
目標値

平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

　基本施策

「すこやかテレフォ
ン」の設置

青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に関する相談業
務を奈良「いのちの電話」協会に委託し、すこやかテレフォン相
談室を設置し、専門の相談員が年中無休で電話による各種の
相談業務を行っています。

総相談件数：697件 総相談件数：561件 総相談件数：559件 総相談件数：506件 総相談件数：700件 生涯学習課

子ども居場所づくり
事業の実施

放課後、土曜日、日曜日および長期休暇などの期間に、地域
等で安全で安心して活動できる居場所をつくり、子どもたちに
様々な社会体験・自然体験の機会を提供し、豊かな感受性や
「生きる力」を身につけてもらうため、地域で様々な活動をして
いる各種団体に対し、助成します。

36小学校区で実施
（10小学校区は放課後
子ども教室推進事業と一
本化）

28小学校区で実施
（17小学校区は放課後
子ども教室推進事業と一
本化）

24小学校区で実施
（21小学校区は放課後
子ども教室推進事業と一
本化）

放課後子ども教室推進
事業と一本化

平成24年度から全校区
で放課後子ども教室実
施予定のため、放課後
子ども教室と一本化しま
す。

地域教育課

①子どもにとって
魅力ある遊び環境
の創造

保育所地域活動の
推進

開かれた保育所として、地域の子どもや高齢者等様々な人との
交流を推進すると共に、地域の子育ての核として子育て支援の
充実を図ります。また、幼稚園、小学校と連携を図り子育て機
能の推進を図ります。

全園で実施 全園で実施

教育・保育カリキュラム作
成

全園で実施

幼保小公開保育の実施
幼児教育推進部会の設
置

全園で実施

公開保育の実施

今後も全園で実施し、機
能強化に努めます。

こども園推進課

市民スポーツのつど
い・スポーツ体験
フェスティバルの開
催

「体育の日」にちなんで、スポーツの裾野を拡大し、「見て、触
れて、体験」することにより、子どもたちがスポーツに親しみ、取
り組む足がかりとなる場を提供します。

「体育の日」の前日、年1
回
参加者数：1,950人

「体育の日」の前日、年１
回
参加者数：1,500人
（雨天の為参加者が少な
かったと思われる）

「体育の日」の前日、年1
回
参加者数：2,200人

「体育の日」の前日、年1
回
参加者数：2,400人

「体育の日」の前日、年1
回
参加者数:2,500 人

スポーツ振興課

スポーツ少年団の育
成

スポーツ少年団事業として魅力ある本部事業を展開し、団への
加入を促進することにより、子どもたちのスポーツの継続的な活
動を促進します。

大会数：4回
登録団体：89団

大会数：4回
登録団体：96団

大会数：4回
登録団体：99団

大会数：4回
登録団体：94団

大会数：4回
登録団体：100団

スポーツ振興課

子どもを対象とした
文化事業の実施

子どもたちが優れた芸術や伝統的な芸能等、文化に親しむ機
会を設けます。

58件
参加人数：49,112人

43件
参加人数：49,825人

53件
参加人数：47,867人

44件
参加人数：58,192人

55 件
参加人数:45,000人

文化振興課

アウトリーチ活動の
実施

学校教育との連携を図り、子どもたちが芸術文化に親しむ機会
を充実させます。

31件
参加人数：3,363人

5件
参加人数：2,105人

16件
参加人数：1,745人

11件
参加人数：1,721人

19件
参加人数：3,500人

文化振興課

③児童の不安や
悩み、心の問題へ
の対応の充実

　２－２．遊びや多様な活動への支援

③スポーツ、芸
術、文化などの振
興



主な個別施策 事業名 事業概要

子育てサークル補助
金

地域で活動する子育てサークルに補助金を交付することで、主
として未就園児を持つ保護者が集える場の存続を図り、育児の
孤立化を防止することを通して、子育て支援を行います。

交付団体：39 交付団体：33 交付団体：33 交付団体：35 継続して実施します。 子ども育成課

子育て支援アドバイ
ザー事業

地域の子育て経験豊かな市民を子育て支援アドバイザーとし
て登録し、乳幼児とその保護者が集まる場所に派遣することに
より、保護者の子育てに関する疑問や悩みに対する相談等を
行います。

派遣回数：193 派遣回数：211 派遣回数：209 派遣回数：419 派遣回数:400 子ども育成課

①地域に開かれ
た保育所、幼稚
園、学校づくりの
推進

地域に開かれた魅
力ある学校・教育の
推進（学校の自己
評価）

各学校がその教育活動や学校運営の状況について自己評
価を行い、成果や課題を明らかにして改善を進めるととも
に、それを保護者や地域社会に公開することで、開かれた
学校づくりを進めます。

自己評価実施校数
幼稚園39園
小学校48校
中学校21校
高校１校

自己評価実施校数
幼稚園39園
小学校48校
中学校21校
高校１校

自己評価実施校数
幼稚園39園
小学校47校
中学校22校
高校１校

自己評価実施校数
幼稚園38園
小学校47校
中学校22校
高校１校

自己評価実施校数
全学校園
幼稚園38園
小学校47校
中学校22校
高校1校

学校教育課

交通安全教室の開
催

学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡り方、正しい
自転車の乗り方などの交通ルールを映画・ビデオ・人形劇で
わかりやすく説明するとともに、信号機を使った実技指導な
ども併せて行い、子どもたちに交通事故から身を守るすべを
身につけてもらうために開催します。

開催回数：122回
参加者数：12,713人

開催回数：138回
参加者数：11,725人

開催回数：124回
参加者数：11,499人

開催回数：128回
参加者数：12,288人

開催回数：130回
参加者数：14,000人

防犯・交通安全課

「子ども安全の家」
標旗配布

子どもを犯罪や事故から守るため、地域の家庭などに「子ど
も安全の家」になってもらい、家の入口などに「安全の家」標
旗を掲げ、子どもが危険を感じた時に、助けを求めて駆け込
める場所を提供してもらい、地域で子どもを守る機運を広め
ます。

延設置件数：4,534件 延設置件数：4,551件 延設置件数：4,585件 延設置件数：4,596件 延設置件数：5,000件 学校教育課

平成26年度
目標値

平成24年度
(事業実績)

担当課
平成23年度
(事業実績)

　３－１．地域社会で子どもを育てる環境づくりの推進

　３－２．地域の子育て支援機能の強化

①地域ぐるみの子
育て支援の充実

基本目標３　地域で子どもや子育てを支援するまち

　基本施策
平成21年度
(事業実績)

平成22年度
(事業実績)

②地域ぐるみの交
通安全、防犯活動
の推進



主な個別施策 事業名 事業概要

おやこプチ講座
(旧：地域における健
康教育および支援）

子育て中の保護者を孤立化させないため、地域での育児サー
クル等で、未就園の児童の保護者を対象に、健診の大切さ・子
どもの発達について、育児の相談先の紹介等の健康教育を実
施します。

実施回数：11回
参加者：289人

実施回数：10回
参加者：382人

実施回数：4回
参加者：102人

実施回数：29回
参加者：550人

継続実施します。 健康増進課

地域における幼児
期からの歯の健康
教育

保育所や地域の子育てサークルなどで、幼児と保護者を対象
に幼児期に必要な歯の知識と正しい歯磨きの方法等について
健康教育を実施します。

開催回数
保育所23回
参加者1,000人
地域子育てサークル等
4回
参加者126人

開催回数
保育所19回
参加者802人
地域子育てサークル等
5回
参加者196人

開催回数
保育所22回
参加者873人
地域子育てサークル等
9回
参加者281人

開催回数
保育所21回
参加者843人
地域子育てサークル等
9回
参加者203人

むし歯の罹患率減少を
目指します。

健康増進課

未成年の喫煙対策 たばこから子どもたちの健康を守るため、関係機関と協力しな
がら子どもおよび保護者への啓発を行います。

子育てガイドブック配布
3,061人
乳幼児健診での啓発
7,660人
保育園ポスター配布44
園
健康教育
乳幼児教室・母親教室
1,869人
地域子育てサークル1回
市内私立大学1回100人

子育てガイドブック配布
2,928人
乳幼児健診での啓発
3,400人
保育園ポスター配布44
園
健康教育
乳幼児教室・母親教室
1,647人
世界禁煙デーでのパネ
ル啓発
教材貸し出し小学校1校

乳幼児健診での啓発
5,052人
健康教育
母親教室　551人
世界禁煙デーでのパネ
ル啓発
市内私立中学1回355人

乳幼児健診での啓発
4,944人
健康教育
母親教室　489 人
世界禁煙デーでのパネル
啓発
市内私立中学1回 375人

継続して実施します。 保健総務課
健康増進課

思春期保健対策
（性）

10代の望まない妊娠、性感染症予防のために、関係機関と協
力しながら啓発活動等を行います。

性教育媒体資料集の貸
出
1件（150名参加）

性教育媒体資料集の貸
出
1件（150名参加）

高校･大学への情報提
供･情報交換
3校

本庁・はぐくみセンターで
のパネル啓発

本庁・はぐくみセンターで
のパネル啓発
市内の中学校（2校）の性
教育の実態把握、情報
提供・情報交換
健康増進課での来所及
び電話相談（7件）

継続して実施します。 健康増進課

５か月児離乳食教室
（ぱくぱく教室）

生後5か月児を持つ保護者に離乳食の進め方、子どもの発達・
子育てについての知識提供を行うとともに、集まる場の設定を
することにより乳児期前期の養育者の孤立感に伴う育児不安の
軽減を図ります。

開催回数24回
参加者673組

開催回数：22回
参加者：770組

開催回数：24回
参加者：850組

開催回数：24回
参加者：867組

離乳食をはじめとした子
育ての相談窓口の啓発
を充実します。

健康増進課

10か月児むし歯予
防・育児教室
（きらきら教室）

生後10か月児を持つ保護者にむし歯予防の知識と歯の手入
れの実習、10か月～1歳前半の子どものこころとからだの発達、
遊びや事故予防・生活リズムの大切さについての知識提供を
行います。集まる場の設定により、養育者の孤立感に伴う育児
不安の軽減を図ります。

開催回数24回
参加者685組

開催回数24回
参加者743組

開催回数24回
参加者741組

開催回数24回
参加者773組

むし歯罹患率の減少・乳
幼児期からの生活習慣
の確立を目指します。

健康増進課

基本目標４　家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

平成23年度
(事業実績)

平成21年度
(事業実績)

担当課
　基本施策

　４－１．健康づくり、母子保健、医療施策の充実

平成26年度
目標値

①健康づくり、健
康教育の拡充



主な個別施策 事業名 事業概要

基本目標４　家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

平成23年度
(事業実績)

平成21年度
(事業実績)

担当課
　基本施策

平成26年度
目標値

乳幼児の生活リズム
事業

乳幼児の生活リズム確立のために、幼児健診、教室等で食事・
睡眠・遊びについての知識の啓発を行います。

乳幼児健診での啓発
5,021人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく・き
らきら・歯っぴー）1,417
組
地域子育てサークル2回
19人

乳幼児健診での啓発
5,008人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく・き
らきら・歯っぴー）1,632
組

乳幼児健診での啓発
5,053人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく・き
らきら）1,591組

乳幼児健診での啓発
4,944人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく・き
らきら）1,640組
親 子 プ チ 講 座 11 回
179人

継続して実施します。 健康増進課

食育の啓発および
健康教育

食育に関する一般啓発や、妊娠届出・幼児健診を通じた妊婦
や子育て世代への情報提供、地域のサークル等での健康教育
を行います。

乳幼児健診での啓発
5,021人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく教
室）673組

乳幼児健診での啓発
5,008人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく教
室）770組

乳幼児健診での啓発
5,052人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく教
室）850組

乳幼児健診での啓発
4,944人
健康教育
乳幼児教室（ぱくぱく教
室）　　867組
親子プチ講座 8回 170
人

継続して実施します。 健康増進課

中学校給食の実施 健康で安心、安全な食を提供するため、小学校に加え、中学
校でも給食を実施します。

中 学 校 給 食 実 施 に 伴
い、給食調理方法の実
施可能な方法を検討

先進地の視察等計画案
を作成

導入検討委員会及び実
施計画策定会議を開催
し、具体的な計画を作成

中学校給食未実施16校
のうち、モデル校2校の
給食室設計及び建設を
実施

実施を目指します。 保健給食課

４か月健康診査
（乳児一般健康診
査）

生後4か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運
動発達・栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期
療養および育児指導を行い、乳児の健康の保持・増進を図ると
ともに育児不安の軽減を図ります。また、4 か月健康診査を登
録医療機関で受診することで、小児科医にかかる機会を提供
し、かかりつけ小児科医を持つ保護者の割合を増やします。

対象児数：2,751人
受診児数：2,639人
受診率：95.9%

対象児数：2,844人
受診児数：2,756人
受診率：96.9％

対象児数：2,715人
受診児数：2,634人
受診率：97.0％

対象児数：2,684人
受診児数：2,602人
受診率：96.9％

受診率向上に努め、育
児不安の早期解消を目
指します。

健康増進課

１歳７か月児健診、１
歳７か月児歯科健診

１歳７か月児に対して健康診査を行い、疾病・障がい・発達の
遅れ等を早期に発見し、適切な指導を行うとともに、むし歯の予
防・発育・栄養・生活習慣、その他育児に関する指導を行い、
子どもの心身の安らかな成長の促進と育児不安の軽減を図りま
す。

対象児数：2,870人
受診児数：2,612人
受診率：91.0%
歯科：2,610人
受診率：90.9％
むし歯罹患率：2.0％

対象児数：2,748人
受診児数：2,547人
受診率：92.7％
歯科：2,542人
受診率：92.5%
むし歯り患率：2.4%

対象児数：2,812人
受診児数：2,578人
受診率：91.7％
歯科：2,574人
受診率：90.1%
むし歯り患率：1.6%

対象児数：2,746人
受診児数：2,531人
受診率：92.2％
歯科：2,528人
受診率：92.1%
むし歯り患率：2.6%

受診率と受診者満足度
の向上、むし歯罹患率の
減少を目指します。

健康増進課

３歳６か月児健診、３
歳６か月児歯科健診

身体の発育および精神発達の面から最も重要な時期である３
歳児に対して健康診査を行い、運動機能・視聴覚発達などの
障がいや疾病等を早期に発見し、適切な指導を行うことにより、
障がい等の進行を未然に防止するとともに、むし歯の予防・発
育・栄養・生活習慣、その他育児に関する指導を行い、子ども
の心身の安らかな成長の促進と育児不安の軽減を図ります。

対象児数：2,897人
受診児数：2,409人
受診率：83.1%
歯科：2,398人
受診率：82.8％
むし歯罹患率：28.2％

対象児数：2,871人
受診児数：2,461人
受診率：85.7％
歯科：2,453人
受診率：85.4%
むし歯り患率：25.5%

対象児数：2,866人
受診児数：2,474人
受診率：86.3％
歯科：2,470人
受診率：84.9%
むし歯り患率：24.4%
かかりつけ歯科医を持つ
3歳児の割合：45.8％

対象児数：2,777人
受診児数：2,413人
受診率：86.9％
歯科：2,410人
受診率：86.8%
むし歯り患率：23.6%
かかりつけ歯科医を持つ
3歳児の割合：46.8％

受診率と受診者満足度
の向上、むし歯罹患率を
減少させ、かかりつけ医
を持つ3歳児の増加を目
指します。

健康増進課

①健康づくり、健
康教育の拡充

②妊産婦と子ども
の健康管理の充
実



主な個別施策 事業名 事業概要

基本目標４　家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

平成23年度
(事業実績)

平成21年度
(事業実績)

担当課
　基本施策

平成26年度
目標値

健診後の育児教室
（きしゃぽっぽ教室）

１歳７か月児および３歳６か月児健康診査後の事後指導の場と
して、遊びやグループワークを通して、子どもの発達や適切な
関わり方を学び、親同士が悩みを共有することで育児不安の軽
減および子どもの発達の理解・受容につなげるために実施しま
す。

開催回数16回
参加者数延265組

開催回数18回
参加者組数延265組

開催回数18回
参加者組数延217組

開催回数21回
参加者組数延308組

発達に支援が必要な親
子が、継続した支援を受
けられるように、発見、相
談、支援を強化していき
ます。

健康増進課

子育て情報の提供 市民の子育てを支援するため、妊娠期からの健康づくりに関す
る各課の情報を、母子健康手帳交付時に冊子等を配布しま
す。

妊娠届出者3,061人 妊娠届出者2,928人 妊娠届出者2,940人 妊娠届出者2,777人 継続実施します。 健康増進課

乳幼児の事故を防ぐ
ための啓発事業

誤飲・窒息・やけど・溺水・転落など乳幼児の発達行動に伴っ
て生じる事故を防止するため、パンフレットなどを健康教室等で
配布し啓発を行います。

ぱくぱく教室・きらきら教
室開催数：48回
参加者数：1,358組、
2,825人

ぱくぱく教室・きらきら教
室開催数：48回
参加者数：1,585組、
3,270人
乳幼児健診　5,008人

ぱくぱく教室・きらきら教
室開催数：48回
参加者数1,591組、3,350
人
乳幼児健診　5,052人

ぱくぱく教室・きらきら教
室開催数：48回
参加者数1,640組、3,421
人
乳幼児健診　4,944人
親子プチ講座　2回　55
人

継続して実施します。 健康増進課

妊産婦、新生児、未
熟児訪問（保健指導
事業）

妊産婦・新生児の家庭を訪問し、妊娠・出産・育児などの相談
を行うとともに、適切な指導を行います。
また未熟児については、保護者の育児不安が強く、早期に援
助を必要とする対象者を医療機関等と連携しながら把握し支援
します。

妊婦訪問：15件
新生児産婦訪問（助産
師）：285件
未熟児訪問：82件

妊婦訪問：35件
新生児産婦訪問（助産
師）：294件
未熟児訪問：114件

妊婦訪問：40件
新生児産婦訪問（助産
師及び保健師）：840件
未熟児訪問：173件

妊婦訪問：76件
新生児産婦訪問（助産
師及び保健師）：1,063件
未熟児訪問：121件

保護者の育児不安の早
期解消を目指し、継続実
施します。

健康増進課

妊産婦の喫煙・飲酒
対策事業

妊産婦・胎児・乳児へのタバコ・アルコールによる健康被害を防
ぐための啓発、相談を行います。

・母親教室時啓発
開催回数12回、参加者
511人

母親教室啓発
開催回数12回、参加者
521人

母親教室啓発
開催回数13回、参加者
551人

母親教室啓発
開催回数12回、参加者
489人

継続して実施します。 健康増進課

②妊産婦と子ども
の健康管理の充
実



主な個別施策 事業名 事業概要

基本目標４　家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

平成23年度
(事業実績)

平成21年度
(事業実績)

担当課
　基本施策

平成26年度
目標値

乳幼児予防接種事
業

子どもを感染症から守るため、予防接種を実施します。
<個別接種>
・ＢＣＧ（生後3～6か月未満）
・三種混合（生後3～90か月未満）
・二種混合（小学校6 年生）
・ＭＲ（麻しん・風しん）
　　第１期（生後24か月～2歳未満）
　　第２期（年長児）
　　第３期（中学校1年生）
　　第４期（高校3年生）
・日本脳炎　平成23年度拡大
　　第１期（3歳児～7歳6か月未満）
　　第1期特例措置(平成7年6月以降に生まれた7歳6か月以上)
　　第２期（小学校4～平成7年6月以降生まれ）
<集団接種>
・ポリオ（生後3～90か月未満）
＜任意予防接種＞平成23年度新設
・ヒブワクチン(生後2ヶ月～5歳未満)
・小児用肺炎球菌ワクチン(生後2ヶ月～5歳未満)
・子宮頸がん予防ワクチン(中学1年生～高校1年生)

<個別接種>
ポリオ以外の定期予防接
種者数：延べ30,326人
<集団接種>
ポリオ予防接種者数：延
べ5,014人

＜個別接種＞
ポリオ以外の定期予防接
種者数：延べ39,103人
＜集団接種＞
ポリオ接種者数：延べ
5,099人
＜任意予防接種費用助
成事業＞
ヒブ申請者数2,724人

<個別接種>
ポリオ以外の定期予防接
種者：延べ45,435人
<集団接種>
ポリオ接種者数：延べ
3,658人
＜任意予防接種＞
ヒブ接種者数：3,812人
小児用肺炎球菌接種者
数：4,668人
子宮頸がん予防ワクチン
接種者数：5,034人

<個別接種>
ポリオ以外の定期予防接
種者：延べ52,068人
<集団接種>
ポリオ接種者数：延べ
1,304人
＜任意予防接種＞
ヒブ接種者数：9,835人
小児用肺炎球菌接種者
数：10,233人
子宮頸がん予防ワクチン
接種者数：3,350人

MR（麻しん・風しん）接種
率95％を目指します。

保健予防課

乳児家庭全戸訪問
事業

生後4か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支
援に関する必要な情報提供等を行います。また、支援が必要
な家庭に対しては保健指導を行い、乳児家庭の孤立化を防
ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐待の予防や子どもの健
全育成を図ります。

対象児数：2,908人
訪問人数：2,079人
訪問率71.5％
＜平成22年4月～3月生
＞

対象児数：2,718人
訪問人数：2,546人
訪問率：93.7％
＜平成23年4月～3月生
＞

対象児数：2,703人
訪問人数：2,636人
来所等人数：16人
面接率：98.1％
＜平成24年4月～3月生
＞

継続します。 子育て相談課

妊婦に対する教育
相談

初妊婦とその家族に対して妊娠・出産・育児、歯の健康・栄養
についての必要な知識や技術を提供する。また、産後うつ予防
に関する啓発を充実し、家族皆で子育てに取り組むためのきっ
かけづくりとなるよう教室を開催します。
また妊娠届け出時や教室開催時等において、母体や胎児の健
康管理の充実に向けての相談・保健指導等、適切な支援を行
います。

・母親教室を開催
開催回数12回（2日コー
ス）、
参加者511人（延べ738
人）

母親教室啓発
開催回数12回（2日コー
ス）、
参加者521人（延べ746
人）

母親教室啓発
開催回数12回（2日コー
ス）、
参加者551人（延べ776
人）

母親教室啓発
開催回数12回（3日コー
ス）、
参加者489人（延べ904
人）

日常の生活習慣の改善
から妊娠・出産の安全性
や快適さの確保を目指し
ます。

健康増進課

妊産婦・乳幼児健康
相談事業

保健師・助産師を身近におき（西部出張所・新保健所）、乳児
の成長や母乳育児などについての相談が気軽にできる体制を
整えます。また各公民館を巡回し安心して子育てできる環境を
つくります。

相談件数
健康増進課：192件
西部会館：382件
公民館等巡回：1051件

相談件数
健康増進課：783件
西部会館：598件
公民館等巡回：1,383件

相談件数
健康増進課：1,125件
西部会館：795件
公民館等巡回：1,263件

相談窓口の啓発を行い
事業の充実を図ります。

健康増進課

家庭訪問 育児が困難で支援が必要と思われる家庭を訪問し、生活環境
と養育状況・家庭環境・子の成長発達などを総合的に把握し、
必要な支援を行うことにより、保護者の育児不安や育児ストレス
の軽減を図り虐待予防に努めます。

訪問件数：411件 訪問件数：795件 訪問件数：1,409件 訪問件数：1,772件 育児が困難である家庭を
早期発見・支援し、関係
機関の連携のもと虐待予
防を図ります。

健康増進課

②妊産婦と子ども
の健康管理の充
実

③医療体制の充
実、保健施設等の
整備



主な個別施策 事業名 事業概要

基本目標４　家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

平成23年度
(事業実績)

平成21年度
(事業実績)

担当課
　基本施策

平成26年度
目標値

フッ化物塗布事業 幼児のむし歯予防とかかりつけ歯科医をもつきっかけづくりの
ために、乳歯がはえそろう２歳８か月児の希望者に実施します。
歯科健診と歯みがき指導も併せて実施します。

開催回数:12回
参加者数:734人

開催回数：12回
参加者組数延：826人

開催回数：12回
参加者組数延：753人

開催回数：12回
参加者組数延：761人

3歳児のフッ化物塗布実
施率の増加、かかりつけ
歯科医を持つ幼児の数
を増やします。

健康増進課

特定不妊治療費助
成事業

特定不妊治療費助成金を交付することにより、医療保険が適用
されず高額の医療費がかかる不妊治療費の一部を負担し、不
妊に悩む夫婦の支援を行います。
（単年度あたり限度額15万円、５ヶ年）

延べ247件(21年度から
限度額15万円で助成)

延べ289件助成 延べ352件助成 延べ408件助成 継続実施していきます。 健康増進課

妊娠・出産の安全確保とともに、育児不安の解消をめざし、救
急医療体制の整備充実を図ります。

分娩件数　399件
（市立奈良病院）

分娩件数　425件
（市立奈良病院）

分娩件数　419人
（市立奈良病院）

分娩件数　439人
（市立奈良病院）

休日応急診療所：内科、小児科
（日・祝日）10時～19時
　　　　　　（23年度から　22年度まで13時～19時）

診療日：71日
患者数：4,975人

診療日：70日
患者数：3,403人

診療日：70日
患者数：4,842人

診療日：71日
患者数：4,691人

夜間応急診療所：内科、小児科
（毎日）22時～6時

診療日：365日
患者数：6,705人

診療日：365日
患者数：5,262人

診療日：366日
患者数：5,455人

診療日：365日
患者数：5,133人

休日歯科応急診療所：歯科
（日・祝日）10時～16時

診療日：71日
患者数：578人

診療日：70日
患者数：467人

診療日：70日
患者数：491人

診療日：71日
患者数：443人

土曜日応急診療所：内科、小児科
（土曜日）15 時～19 時

診療日：51日
患者数：1,100人

診療日：51日
患者数：757人

診療日：51日
患者数：928人

診療日：49日
患者数：843人

２歳児歯科教室
（歯っぴい教室）

２歳児とその保護者を対象に歯科医師の講義、歯科衛生士、
保健師からむし歯予防と生活リズムについての知識や技術に
ついての教室を実施します。

開催回数3回
参加者数：59組

開催回数3回
参加者数：47組

開催回数3回
参加者数：49組

※事業廃止 継続して実施します。 健康増進課

①子どもと子育て
にやさしい居住環
境づくりの推進

公共賃貸住宅にお
ける多子世帯等の
優先入居制度の活
用

市営住宅の3ＤＫ若しくは3ＬＤＫの空き家募集において、18歳
未満の児童が3人いる世帯（多子世帯）に対する優先入居制度
を実施します。

多子世帯向住宅１件 多子世帯向住宅
公募1戸
合計5戸

多子世帯向住宅
公募なし
合計5戸

多子世帯向住宅
公募なし
合計5戸

応募倍率等の動向を見
ながら戸数の増減につ
いて判断していきます。

住宅課

授乳室の設置 母乳で育児をしている母親が、外出中にも授乳できる部屋を設
置しています。

実施回数：休館日（火
曜・祝日）を除く毎日

実施回数：休館日（火
曜・祝日）を除く毎日

プレイルーム等で対応す
る。
実施回数：休館日（日
曜・祝日）を除く毎日

プレイルーム等で対応す
る。
実施回数：休館日（日
曜・祝日）を除く毎日

当センターの利用状況
等を考慮しながら適宜対
応していきます。

男女共同参画課

　４－２．子どもと子育てにやさしいまちづくりの推進

②子どもと子育て
にやさしい生活環
境づくりの推進

病院事業課休日・夜間応急診療
所、休日歯科応急
診療所の整備充実

夜間診療所の小児科専
門医の確保と、関係医療
機関との連携強化によ
り、空白時間帯の解消を
図り、診療体制の充実を
図ります。

③医療体制の充
実、保健施設等の
整備



主な個別施策 事業名 事業概要

基本目標４　家族がいつまでも健康で安全・快適に暮らせるまち

平成22年度
(事業実績)

平成24年度
(事業実績)

平成23年度
(事業実績)

平成21年度
(事業実績)

担当課
　基本施策

平成26年度
目標値

ならし子育て情報の
発信

乳幼児とその親が利用できる公共施設や子育て支援情報を掲
載した「ならし子育て情報ナビ」を作成し、子育て家庭等に配布
するほか、ホームページにも掲載します。

H21.3に作成した冊子版
を配布するとともに、HP
に掲載

H21.3に作成した冊子版
を配布するとともに、HP
に掲載

ホームページ上の情報
を随時更新し、内容の充
実を図っています。

・子育ておうえんサイト
「子育て＠なら」を開設
・「なら子育て情報ブッ
ク」及び「なら子育て情報
ガイド」を作成

ホームページ上の情報
を随時更新し、内容の充
実を図ります。

子ども政策課
子ども育成課

街路灯の整備促進 妊産婦や子ども連れの保護者、子どもたちが安心して安全に
外出、通学できるように街路灯の設置および改修を進めます。

修理　　30,937千円
新設　　41,793千円
改修

修理　　32,156千円
新設　　36,922千円
改修

修理　　32,465千円
新設　　31,732千円
改修

修理　　24,109千円
新設　　13,619千円
改修

地元の要望により、整備
促進を図ります。

道路維持課

②子どもと子育て
にやさしい生活環
境づくりの推進



No. ページ 位置 ご意見・ご提案の内容 左記の意図・理由等

1 ― ―

　計画のどこかに、「子育て中の保護者
や子どもから意見を聴きながら、計画を
進めていきます」という表現がほしいで
す。

「（仮称）奈良市子どもにやさしいまち
づくり条例骨子（案）１１．意見表明や
参加の促進」

2
23
・
26

―

　素案のイメージの２３ページや２６
ページに、「子どもが安心して過ごすこ
と及び自然との触れ合いや遊び等様々な
体験や子ども同士の交流をすることによ
り・・・・・」という内容をどこかに活
かしていただけたらと望みます。

「（仮称）奈良市子どもにやさしいまち
づくり条例骨子（案）１７．子どもの居
場所・遊び場づくり」

3 28 ―
　２８ページには、「子どもの貧困対
策」は入らないのでしょうか。

―

事業計画素案イメージに対するご意見について

「（仮称）奈良市子どもにやさしいまち
づくり条例骨子（案）１９．（３）
（４）」

　事業計画の推進体制の中に、「奈良市
子ども・子育て会議」において、条例案
１９条３項４項の「この条の運営状況及
びこの条例の規定に基づく事業などの実
施状況について・・・定期的に検証する
ものとする」となっています。会議の中
に、部会を設けることになっています。
　「奈良市子ども・子育て会議　条例検
証部会」の設置をどこかに明記していた
だけないでしょうか。

――4

平成26年10月1日　時点

資料３ 
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